
 
日 時：令和２年（２０２０年）１０月２４日（土） 

      １９時００分から 

場 所：熊本県庁行政棟本館 地下大会議室 

 

開  会 

 

議  題 

１ これまでの感染状況等について 

 

２ 季節性インフルエンザと新型コロナウイルス感染症の 

同時流行に備えた熊本県における医療提供体制等の 

強化について 

（１）診療・検査医療機関の指定状況等 

（２）検査体制の状況 

（３）入院勧告・措置の運用見直しへの対応 

（４）クラスター対策 

（５）リスクレベル基準の改定 

 

その他 

 

閉  会 

 
【配付資料】 

➣会議次第、委員名簿、座席表、設置要項 
➣説明資料１、説明資料２ 
➣参考資料 
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新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

次 第 
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9
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10
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第４回　熊本県・熊本市新型コロナウイルス感染症対策専門家会議　座席表
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新型コロナウイルス感染症対策専門家会議設置要項 

 

 

 （目的） 

第１条 熊本県における新型コロナウイルス感染症に関する各種対応について、専門的見地

から検討を行うため、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議（以下「会議」という。）

を設置する。 

 

 （協議事項） 

第２条 会議は、次の各項に掲げる事項について協議を行う。 

（１） まん延期に備えた県全体の医療提供体制の構築に関すること 

（２） サーベイランス・感染防止策、医療提供体制の移行時期等に関すること 

（３） 関係医療機関相互の連絡調整に関すること 

（４） その他必要な事項に関すること 

 

 （組織） 

第３条 会議は、委員１５人以内で構成する。 

２ 委員は、新型コロナウイルス感染症対策に関係する医療機関・団体、学識経験者等のう

ちから、熊本県知事が依頼する。 

 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、前条の依頼が承諾された日（以下、「承諾日」という。）から、承諾

日の属する年度の末日までとする。 

２ 補欠により就任した委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 （座長） 

第５条 会議に座長及び副座長を置く。 

２ 座長及び副座長は、委員の互選により定める。 

３ 座長は、会議を代表し、会務を総理する。 

４ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるときは、その職務を代行する。 

 

 （会議） 

第６条 会議は、座長が招集し、会議の議長となる。 

２ 会議は、必要があると認められるときは、関係機関（関係者及び有識者）等から意見を

聴取することができる。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、座長の決するところによ

る。 

 

（部会） 

第７条 会議は、必要に応じ部会を置くことができる。 

２ 部会長は、座長が指名する。 

３ 部会は、部会長が招集し、会議の議長となる。 



 

 

 （庶務） 

第８条 会議の庶務は、熊本県健康福祉部健康危機管理課及び健康局医療政策課において処 

 理する。 

 

 （雑則） 

第９条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、熊本県知事が定める。 

 

 附 則 

この要項は、令和２年（２０２０年）４月２日から施行する。 



これまでの感染状況等について

説明資料１
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②熊本県発生状況 発症日別

※報道資料で公表されているもののみ集計

0

5

10

15

20

25

2月
15
日

2月
22
日

2月
29
日

3月
7日

3月
14
日

3月
21
日

3月
28
日

4月
4日

4月
11
日

4月
18
日

4月
25
日

5月
2日

5月
9日

5月
16
日

5月
23
日

5月
30
日

6月
6日

6月
13
日

6月
20
日

6月
27
日

7月
4日

7月
11
日

7月
18
日

7月
25
日

8月
1日

8月
8日

8月
15
日

8月
22
日

8月
29
日

9月
5日

9月
12
日

9月
19
日

9月
26
日

10
月

3日

10
月

10
日

10
月

17
日

4



保健所別
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③感染者年齢分析
年齢・男⼥別感染者数時系列年齢分布
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⑤⼊院患者の症状別推移（７⽉１７⽇〜）

（人）
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⑦ＰＣＲ検査件数と陽性率の推移
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21
日

8月
28
日

9月
4日

9月
11
日

9月
18
日

9月
25
日

10
月

2日

10
月

9日

10
月

16
日
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⑨国分科会6指標
医療提供等の負荷
(判断日の状況)

監視体制 感染の状況
(直近１週間の状況)

①病床のひっ迫具合 ②療養者数
(熊本県人口で換算)

③ＰＣＲ
陽性率

(一週間平均値)

④直近１週間
の陽性者数
(熊本県人口で換算)

⑤前週との
比較

⑥感染経路
不明割合病床全体 うち重症者用

ステージ４ 50％ 50％ 437人 10％ 437人 先週より増 50％
ステージ３ 25％ 25％ 262人 10％ 262人 先週より増 50％
ステージ２ 感染者の漸増及び医療提供体制への負荷が蓄積する段階
ステージ１ 感染者の散発的発⽣及び医療提供体制に特段の⽀障がない段階
10月19日 15.0% 0.0% 67人 5.9% 46人 ▲ 29 16人( 34.8%)

10月12日 17.0% 1.7% 87人 8.5% 75人 +20 18人( 24.0%)

10月5日 8.3% 0.0% 41人 9.0% 55人 +53 7人( 12.7%)

9月28日 1.8% 0.0% 7人 0.7% ２人 0 2人(100.0%)

9月21日 4.0% 0.0% 16人 0.6% ２人 ▲ 20 １人 ( 50.0%)

9月14日 9.5% 0.0% 42人 2.4% 22人 ▲ 4 10人( 45.5%)

9月7日 14.5% 0.0% 63人 2.5% 26人 ▲ 20 ９人( 34.6%)

8月31日 18.8% 0.0% 82人 3.8% 46人 ▲ 17 20人( 43.5%)

8月24日 23.0% 5.1% 97人 4.9% 63人 ＋9 15人( 23.8%)

8月17日 24.8% 8.5% 162人 5.4% 54人 ▲ 52 26人( 48.1%)

8月10日 35.3% 3.4% 214人 5.0% 106人 ▲ 27 19人( 17.9%)

8月3日 33.0% 0.0% 176人 6.7% 133人 ＋65 19人(13.5%)
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季節性インフルエンザと
新型コロナウイルス感染症の
同時流⾏に備えた熊本県における
医療提供体制等の強化について

説明資料２



季節性インフルエンザと新型コロナウイルス感染症の同時流行に備えた
熊本県における医療提供体制等の強化について

季節性インフルエンザの流行期を迎え、発熱患者等が大幅に増加し、診療や検査、入院等の需要が急増した場合で

も、県民に対して万全な医療等を提供できるよう、以下のとおり各体制を強化する。

診療・検査

体制

○発熱患者等の診療・検査に対応する「診療・検査医療機関」を２８２機関指定（10/12時点。第２回指定は10/30の予定。）。

○ＰＣＲ検査等に加え、抗原簡易キットによる検査も実施することで、一日当たりの検査可能件数を大幅に拡充。

➢ ８月上旬時点 ： ３２２件 ⇒ １０月中旬時点 ：４,２０７件

受診・相談

体制

○地域の身近な医療機関が、発熱患者等から相談を受けた際に、受診可能な「診療・検査医療機関」を
速やかに案内できる体制を構築。

○相談する医療機関に迷う発熱患者等の相談に対応する「受診案内センター」を県内１５地域に設置（10/30の予定）。

入院・療養

体制

○医療機関への入院措置は中等症以上の患者や基礎疾患を有する患者等に重点化を図り、軽症者等は
可能な限り宿泊療養での対応とするために、宿泊療養開始までのスキームを見直し。

○スムーズな入院調整を行うために、基礎疾患を有する患者等を受け入れる医療機関を明確化。

クラスタ―
対策

○高齢者施設や障がい者施設、医療施設等において感染者が発生した場合に、保健所と連携して、迅速な
状況把握や、感染防止対策の実施、施設の事業継続支援等に対応するチーム「ＣＭＡＴ」を創設し、クラスター
の発生防止や早期収束に対応。

公衆衛生

対策

○感染の拡大を防止し、医療提供体制への負荷を軽減するために、感染者数が増加に転じるタイミングを
早期に捉え、メリハリの利いた公衆衛生対策を講じられるよう、最新の知見を基にリスクレベル基準を改定。
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（１）診療・検査医療機関の指定
状況等

2



次のインフルエンザ流行に備えた体制整備に関する基本方針

令和２年９月２８日 熊本県医師会・熊本県

○ 例年、季節性インフルエンザの流⾏期には、多数の発熱患者が発⽣。今年度も同程度の患者が発⽣すること
が想定されるが、季節性インフルエンザと新型コロナウイルス感染症を臨床的に鑑別することは困難。

○ そのため、次のインフルエンザ流⾏に備えて、発熱等の症状のある多数の患者に対して、地域において適切
に相談・診療・検査を提供する体制を整備する必要がある。

熊本県の基本方針

【 相談体制 】
○ 地域の⾝近な医療機関において、発熱患者等からの相談に対応し、受診可能な医療機関を案内できる体制を構築。
○ 相談する医療機関に迷う発熱患者等からの相談に対応するために、「受診案内センター」を郡市医師会及び
熊本県新型コロナウイルス感染症専用相談窓口（コールセンター）に設置。
○ 地域の実情に応じて、休⽇・夜間等の電話相談に対応する医療機関を指定（「受診案内センター」１か所
あたり３医療機関まで）。

【 診療・検査体制 】
○ 可能な限り多くの「診療・検査医療機関」を指定することで、発熱患者等が、かかりつけ医等の⾝近な医療機
関において診療・検査を受けることができる体制を構築。
○ 検査機器を有さない医療機関においては、抗原簡易キットによる検査を実施することで、より多くの医療機関
で検査に対応できる体制を確保。また、患者を受け入れる動線や診療時間を分けること、検査に必要な個⼈防護具
を無償で配布すること等により、安全な診療・検査体制を確保。
○ 各「診療・検査医療機関」の役割（他医療機関から紹介された患者の診療の可否等）を地域において明確化。
○ 指定した医療機関名や対応時間等を共有し、地域の実情に応じて可能な限り公表することで、発熱患者等が速や
かに受診できる環境を整備。

概 要

基本方針や地域の実情を踏まえ、保健所と郡市医師会で十分に協議し、各地域で目指す具体的な体制を決定
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熊本県における発熱等の症状のある方の受診・相談体制

地域の身近な医療機関

相談した医療機関が
「診療・検査医療機関」である場合

（相談した医療機関で）

診療・検査

相談した医療機関が
「診療・検査医療機関」でない場合⇩

相談した医療機関が
「診療・検査医療機関」を案内

（紹介された「診療・検査医療機関」で）

診療・検査

受診案内センター
（郡市医師会を想定）

相談する医療機関に迷う場合

（紹介された「診療・検査医療機関」で）

診療・検査

「診療・検査医療機関」を案内

【 原則スキーム 】
○発熱等の症状がある場合には、まずは地域の身近な医療機関に電話で相談する
ことを、県民に周知徹底。
○指定した医療機関名や対応時間等を共有し、地域の実情に応じて可能な限り公表
することで、発熱患者等が速やかに受診できる環境を整備。

電話相談

相談する医療機関に迷う方のために、
「受診案内センター」を経由する相談
スキームを確保

○ 地域の実情に応じて、休日・夜間等の電話相談に対応する医療機関を指定（「受診案内センター」１か所あたり３医療機関まで）。

○ 受診に関すること以外の一般的な相談に関しては、引き続き、「熊本県新型コロナウイルス感染症専用相談窓口（コールセンター）」で対応。

発熱患者等
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「診療・検査体制」及び「受診・相談体制」の整備状況

１ 「診療・検査体制」の整備状況

○ １０月１２日時点で、発熱患者等の診療・検査に対応する「診療・検査医療機関」を２８２機関を指定。

○ １０月３０日に第２回指定を実施予定。その後も、医療機関からの申請に基づき、随時指定を行う予定。

圏 域 指定医療機関数

熊本市 １２７

有 明 ２８

山 鹿 １２

菊 池 １５

圏 域 指定医療機関数

阿 蘇 ９

御 船 １４

宇 城 １２

八 代 ９

圏 域 指定医療機関数

水 俣 ６

人 吉 ２０

天 草 ３０

合 計 ２８２

２ 「受診・相談体制」の整備状況

○ 地域の身近な医療機関が、発熱患者等から相談を受けた際に、受診可能な医療機関を速やかに案内できるよう、

「診療・検査医療機関」やその対応時間等に関する情報を順次共有。

○ 相談する医療機関に迷う発熱患者等の相談に対応する「受診案内センター」の設置に向けて、郡市医師会等と
調整中（１０月３０日までに県内１５地域に設置予定。）。

○ 地域の実情に応じて、休日・夜間等の電話相談に対応する医療機関の指定に向けて調整中（１０月３０日までに
指定予定）。

○ 発熱患者用電話番号を設置し、「ナビダイヤル（一つの電話番号で複数の拠点に着信先を振り分ける機能）」により
受診案内センターや休日・夜間等の相談に対応する医療機関へ電話がつながる仕組みを構築する予定。
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（２）検査体制の状況

６



８月初旬 １０月中旬

ＰＣＲ検査等

医療機関等
（地域外来・検査センター含む）

148 593

民間検査機関・大学 34 374

地方衛生研究所（熊本県） 80 80

地方衛生研究所（熊本市） 60 60

小計 322 1,107

抗原簡易キット 診療・検査医療機関 － 3,100

合計 322 4,207

検査体制の状況

※ 診療・検査医療機関は10月12日指定の２８２機関をベースに推計したもの。
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（３）⼊院勧告・措置の運⽤⾒直し
への対応について

８



新型コロナウイルス感染症の入院措置に関する熊本県の方針について

○ 入院勧告・措置の対象について、季節性インフルエンザの流⾏も⾒据え、医療のひっ迫を防ぐとともに、重症者
や重症化リスクのある者に医療資源の重点をシフトしていく観点から、⼊院勧告・措置の対象の明確化を図る。
○ 感染症のまん延を防止するため都道府県知事等が入院を必要と認める者については、感染状況に応じて合理的
かつ柔軟に⼊院勧告・措置を⾏うことを可能とする。

○ 無症状や軽症で⼊院の必要がないと判断された者も、引き続き、まん延防⽌のため、宿泊療養（適切な者は
⾃宅療養）を求めることとする。

政令改正の概要

○ ⼊院病床４００床、宿泊療養施設1,４３０室を確保
（参考）厚労省が⽰す考え⽅に基づく推計 ピーク時⼊院者数２７８名、ピーク時宿泊施設療養者数１３２名

○ 基礎疾患を有する患者等の受入体制を整備
・⼩児医療、周産期医療、⼈⼯透析、精神医療が必要な患者について、⼊院受⼊医療機関を設定済

○ 新型コロナウイルス感染症対策熊本県調整本部による⼊院・転院の円滑な調整の実施
・２４時間体制で対応、関係者によるリアルタイムな重症者等の病状把握・診療助⾔

本県の現状

熊本県方針

○国が規定を改正した後も、感染拡⼤防⽌と、感染者に対する医療の提供に万全を尽くす観点から、全て
の感染者に対する⼊院⼜は宿泊療養を継続する（特別な事情がある場合を除き⾃宅療養は実施しない）。

○なお、⼊院医療提供体制の安定確保につなげるため、医療機関への入院措置は中等症以上の患者や基礎疾患
を有する患者等に重点化を図り、軽症者等は可能な限り宿泊療養での対応とする。

○また、基礎疾患を有する患者等を受け⼊れる医療機関を明確化することで、スムーズな⼊院調整を⾏う。
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新型コロナウイルス感染症軽症者等の宿泊療養等に関する対応の変更点

現行 変更後

軽症者等対策チーム
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（４）クラスター対策
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クラスター対応を経験して得られたもの

○ 感染制御の知識や経験が不⼗分な施設でクラスターが発⽣した場合は、初動からの専門家介入が必
要（特に、⾼齢者施設等ハイリスク集団）。また、迅速かつ円滑な対応のためには、施設支援の方向
性を関係者間で共有しておくことが重要。

○ クラスター発生時には、濃厚接触者の把握や検査などの積極的疫学調査のほか、陽性者の入院調整
など、保健所の業務量が急増するため、保健所業務に対する適時・適切な⽀援が重要。また、熊本
県・熊本市間での情報共有や検査等について連携した取組みが重要。

○ 感染防⽌対策が不⼗分な飲⾷店や症状がありながら出勤していた従業員がいたため、ガイドライン
の順守や感染症対策に対する知識を深めるための啓発が重要。

○ クラスター発生時には、陽性者が多数に上る（クラスター発⽣施設によっては、受⼊れ医療機関の
負担が大きい患者が多数発生する）ため、県医療調整本部が中⼼となった⼊院調整が重要。

○ 施設や職員に対する誹謗中傷を防ぐため、市町村とともに人権啓発等に取組み、職員が安心して働
ける環境づくりを進めることが重要。

※ クラスターが発⽣すると、保健所や医療機関に⾮常に⼤きな負荷がかかるため、クラスターの未然
防止が非常に重要。
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活動内容

○熊本市内の施設等についても、必要に応じ相互に応援体制を取るなど、連携しクラスター対策にあたる。
○学校や企業等におけるクラスター発生時にも、上記枠組みを応⽤し、必要な対応を⾏う。

〇施設情報の収集
〇職員の現地派遣
〇クロノロ等を活用し、対応を記録
〇定期的な対策会議の開催

〇積極的疫学調査
〇濃厚接触者等リストアップ
〇濃厚接触者の検査調整
〇ＰＣＲ検査

〇就業制限
〇陽性者の入院調整等
〇施設運営（ゾーニング、消毒等）
に対する助言、指導等
〇人権擁護に向けた啓発（市町村
等と連携）

〇ゾーニング
〇濃厚接触者の隔離
〇施設内の環境整備
〇消毒の実施
〇施設の機能縮小
〇感染防止対策の徹底
〇就業前の健康観察
〇スタッフの復帰条件設定
〇スタッフの配置転換
〇スタッフの宿泊先確保
〇施設機能維持のための協力依頼

FEIT
（実地疫学調査チーム）

熊本県感染管理
ネットワーク

保健所内での動き 発生施設内での動き

感染拡大対応
チーム

現地対応

必要に応じ支援要請

応援要請

職員派遣等

施設等における新型コロナウイルス感染症クラスター対策について【熊本県】
～ＣＭＡＴ（Cluster Management Assistance Team）の創設～

後方支援

国のクラスター
対策班・地域支援班

庁内等での動き

専門的見地からの
支援等

施設所管課

「Ⅱ初動対応体制」及び「Ⅲクラ
スタ―対応体制」において、発生
地域の保健所や施設に対し、必要
に応じ職員の応援派遣を実施。

ＣＭＡＴ

医療機関や高齢者施設、障がい者施設等において新型コロナウイルス感染者が発生した場合に、保健所と連携して、
迅速な状況把握や施設の事業継続支援等に対応する「ＣＭＡＴ」を創設し、クラスターの発生防止や早期収束に対応する。

概 要

保健師

地域振興局

外部施設からの応援職員の派遣
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Ⅰ 早期察知体制

ＣＭＡＴ体制（感染状況に応じて体制を３段階で強化）

感染拡大対応チーム ２～４名

Ⅱ 初動対応体制 Ⅲ クラスタ―対応体制

・検査に関する連絡調整
・感染者情報の収集 等

※これらに常時対応することで、
高齢者施設等における患者
発生の可能性を早期に察知し、
次の体制にスムーズに移行

感染拡大対応チーム ２～４名＋α
（うち１～２名を応援派遣）

・感染者情報の収集
・現地状況の情報収集
・部局長、施設所管課との情報共有
・次の体制への移行の検討 等

・事業継続に関する情報収集、
検討、助言

施設所管課 １名

保健師 １名

・保健所業務支援（疫学調査等）

感染拡大対応チーム １２名
（うち１～２名は発生地域へ派遣）

・感染者情報の収集
・現地状況の情報収集
・対応方針の整理
・二役へ報告 等

施設所管課 １名

・事業継続に関する情報収集、
検討、助言

地域振興局 １名

・振興局、市町村等との情報共有

FEIT  ５名
・感染状況の専門的アセスメント等

施設で
感染者が
発生

クラスタ―
が発生

・「早期察知体制」においては、発生地域の保健所と連携し、情報収集等を行う。
・「初動対応体制」及び「クラスタ―対応体制」においては、発生地域の保健所や
施設に対し、保健所の要請を受け、必要に応じて職員の応援派遣を実施。

・応援派遣の必要性や人員体制、期間等の判断は、保健所と協議のうえ、公衆衛

生対策チーム （健康危機管理課）が行う。

・派遣先では、原則として、保健所長の指示に基づき活動する。

医師 ・獣医師 ・薬剤師
臨床検査技師 ・保健師

熊本県感染管理ネットワーク

必要に応じ支援要請

保健師 １名

・保健所業務支援（疫学調査等）

1５

国のクラスター対策班
・地域支援班



長洲町

あさぎり町

多良木町

湯前町

水上村

◎山鹿市

荒尾市

◎熊本市

◎天草市

◎人吉市

長洲町

あさぎり町

多良木町

湯前町

水上村

◎山鹿市

荒尾市

◎熊本市

◎天草市

◎人吉市

応援職員派遣の概要（３パターンを想定）

（１）クラスターが発生していない施設への派遣

グリーンゾーンへの派遣

2Fレッドゾーン

1Fグリーンゾーン1Fグリーンゾーン

2Fレッドゾーン

他法人からの応援派遣他法人からの応援派遣

※１~２週間の応援派遣を想定

1Fグリーンゾーン

クラス
ター発生

同一法人内で
不足人員の応援

〇高齢者施設等でクラスターが発生した場合、既存職員での対応、また、同一法人内で応援などを行ってもなお、介護職員等
が不足する場合は、他法人から応援職員を派遣することにより事業を継続する。

高齢者施設等における応援職員の派遣（クラスター対策）について

感染者がいない施設へ
他法人からの応援派遣他法人からの応援派遣

他法人からの応援職員他法人からの応援職員

（２）クラスター発生施設への派遣

（玉突き支援）

応援派遣者を対象とした事前研修

〇応援派遣者として登録した介護福祉士等を対象に、「感染症への対応力向上」を目的とした事前研修
を県内４ブロックで実施。

【天草地域】
１ 日 程 10月6日（火） 10:00～、14:30～
２ 会 場 天草市（サンタカミングホテル）
３ 参加者 37人
４ 内 容
①クラスター対応の実践から【天草保健所長】
②感染症対策、防護服の着脱法【感染管理認定看護師】

【県北地域】
１ 日程 10月21日（水） 9:30～、13:00～
２ 会場 山鹿市（富士ホテル）
３ 参加者 70人
４ 内容
①クラスター事例対応の経験から【山鹿保健所長】
②感染防止対策、防護服の着脱法【感染管理認定看護師】

クラスター
発生

クラス
ター発生

レッドゾーンへの派遣

※現在、県央、県南地域の事前研修を準備中。

高齢者施設の所管課は、管轄の保健所と連携を図りながらクラスター対策を実施する。

※パターン①では、クラスター
施設に直接の派遣はしない。

パターン①

パターン③パターン②
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飲食店における新型コロナウイルス感染症クラスター対策について【熊本市】

飲食店への積極的な対応
① ターゲットを絞った面的な対応
中⼼市街地に臨時検体採取所を設置し、飲⾷店従業員の緊急ＰＣＲ検査を実施

医療機関との連携強化
市内の感染状況等について医療機関と情報共有し、疑いのある⽅の早期検査・発⾒に
繋げる

☞ １０⽉初旬に熊本県と連携し、下通周辺の接待を伴う飲⾷店約６００店舗を⼾別訪問し、
ＰＣＲ検査受診を積極的に勧奨
・飲食店の従業員個人での申込にも対応するとともに、土日や検体採取時間も柔軟に対応
・飲食店従業員の定期的なＰＣＲ検査の実施
・ＰＣＲ検査に協⼒いただいた店舗（希望店舗のみ）を公表
・クラスター発生リスクの高い、接待を伴う大規模飲食店への継続的なアプローチ

② 感染防⽌対策の強化と意識醸成
・商店街や各種団体と連携した意⾒交換会の開催
・接待を伴う飲食店等を対象にした感染防止対策勉強会の開催や感染者発生時の対応
パンフレット作成等

17



施設等における新型コロナウイルス感染症発生時の対応について【熊本市】

医療機関や⾼齢者福祉施設等において新型コロナウイルス感染者が発生した場合は、速やかな現地リエゾンの派遣
や積極的疫学調査に基づく徹底的な検査実施（関係者全員）等によりクラスターの発生防止や早期終息に取り組んで
いる。

対応状況

保
健
所

施
設
担
当
課

〇医療・施設内の状況確認
〇積極的疫学調査
〇濃厚接触者等リストアップ
→ 可能な限り広範囲にリスト化
（関係者全員）

〇徹底的なＰＣＲ検査
〇陽性者の入院調整等
〇ゾーニングの検討

施設内で
感染者が
発生

医
療
機
関
・
福
祉
施
設
等

現地リエゾン
を派遣

初動対応

〇医療・施設内の状況確認
〇事業実施状況の把握
〇事業継続に関する情報収集
〇個人防護具（ＰＰＥ）等の必要物資
支援

現地リエゾン
を派遣

〇積極的疫学調査
〇徹底的なＰＣＲ検査
〇陽性者の入院調整等
〇感染防止対策の徹底
〇消毒、施設運営に対する助言
〇ゾーニング

〇事業継続・縮小等に対する助言
・提供サービス
・従事スタッフ
・利用者
〇個人防護具（ＰＰＥ）等の必要物資
の継続的な支援 等

クラスター対応

国のクラスター対策班 ・ 熊本県感染管理ネットワーク ・ 熊本県 必要に応じて
連携して対応

・医療政策課
・高齢福祉課
・介護事業指導室
・保育幼稚園課
・障がい保健福祉課等

・新型コロナウイルス
感染症対策課

連携対応 連携対応
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（５）リスクレベル基準の改定

20



リスクレベル基準の改定について

【リスクレベル設定の目的】患者数が増加に転じるタイミングを早期に捉え、警戒を発する基準を
設定することで、感染拡⼤防⽌に向けた対策の徹底や県⺠への早期の警戒を呼び掛ける。

【国のステージ分類との関係】
・国ステージ分類は、東京・⼤阪等の⼤都市を想定し、医療崩壊が起きないことを第⼀⽬的とした数字を設定
・本県を含む中規模の地域においては、保健所機能が十分に発揮された状態では、感染者を早期に収束させることができる
→まずは当該状況内に感染者を抑え込む考え方を採用

【経緯】
・感染拡大防止のため、専門家会議からの助言もあり、４月16日に「地域区分」として設定。
・６月５日に、より分かりやすくするため、熊本市と整合を図り、「リスクレベル」として改定。
・全国的な検査体制拡充の影響もあり、確認される感染者数も増加。
・最新の情報に基づき改定を⾏うことで、今後に備えた適切な呼び掛けができるようにしていく必要がある。

【改定の考え方】
１指標について
●医療提供体制のひっ迫を防ぐ視点の警戒指標を新たに追加し設定
医療提供体制のひっ迫に先んじて、公衆衛生対策を強化できるような指標
→ 確保病床使⽤率も指標として⽤いる。
●これまでの早期アラートの考え⽅は継続し、７⽉下旬以降の感染状況を踏まえた数値を設定
患者数の①増加傾向を初期段階で捉え、患者数の拡大の②加速化傾向を早期に捉える指標
→感染拡大の早期から、一歩先んじた対策ができるよう数値を設定。
●緊急性がある場合、迅速にレベル引き上げを発表

２ 対策の考え方
これまでの感染防⽌対策の経験を踏まえ、メリハリを利かせた対策を⾏うことを基本とする。週ごとに、県市で

連携し、効果的と考えられる対策について、最新の知⾒を基に実施地域を含め検討する。
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リスク
レベル 県の判断基準 対策の考え方・方向性 想定状況

レベル５
厳戒警報

県内で
①新規感染者１５０名以上 かつ
②病床使⽤率２５％以上 等

・重症者、ハイリスク者の救命を最優先とした入院調整。
・大規模クラスターや感染拡大の確実な封じ込めのための体制整備、
検査実施等。

・メリハリを利かせた接触機会の軽減のため、強い制限を要請。

複数の大規模クラス
ターの発生

レベル４
特別警報

県内で
①新規感染者５０名以上 かつ
②リンク無し感染者２５名以上

・地域でのクラスター発生及びクラスター連鎖の予防のため、保健
所への⼈的⽀援及び幅広な検査、原因施設への指導等を⾏う。

・メリハリを利かせ、これまでクラスターが発生した施設等から順
に感染拡大防止対策の強化を要請。

感染の更なる拡⼤と、
クラスターの散発／
連鎖

レベル３
警報

県内で
①新規感染者３０名以上 又は
②リンク無し感染者１５名以上

・地域でのクラスター発生を予防するため、感染増加の原因に着目
し、優先順位を付け、特にハイリスクなところから感染防止対策
の強化を図る。

感染の拡大と、小規
模クラスターの発生

レベル２
警戒

県内で
①新規感染者が発生 かつ
②レベル３に該当しない場合 ・新しい生活様式や、基本的な感染防止対策の徹底を啓発

レベル１
注意

①国内で新規感染者が発生 かつ
②県内では新規感染者が未発生

レベル0
平常

国内で新規感染者が確認されてい
ない ・日常的な対策を啓発

※これ以上の爆発的な感染拡大や、国が緊急事態宣言を⾏う場合の対応は、状況に応じ、更に強い措置を検討する。
※これまでの感染防止対策の経験を踏まえ、メリハリを利かせた対策を⾏うことを基本とする。

【目的】患者数が増加に転じるタイミングを早期に捉え、警戒を発する基準を設定することで、感染拡大防止に向けた対策の徹底や県⺠
への早期の警戒を呼び掛ける。

熊本県リスクレベル（令和２年１０月改定）

※あくまでも目安であり、現状がどのリスクレベルに位置付けられるか、また、具体的な対策は本県あるいは全国の感染状況及びその
傾向（拡大・縮小）を踏まえ、実施する地域やその内容も含め、総合的に判断する。

※国の分科会が示した６指標によるステージ分類についても、参考指標とし、毎週公表する。
※今後の感染状況等の最新の知⾒に合わせ、必要に応じて改定を検討する。 22



各レベルにおける県の具体的対策と県民への要請の目安
・下表は目安で、対策は、感染の様態を⾒極め、「対策の考え方・方向性」に沿って、原則としてレベル発表時に合わせて発表します。
・対策を実施する地域は毎回検討しますが、特に県⺠に負荷をかける太字の対策は、要請する地域を十分に検討します。
・適時有識者への相談等を⾏い、戦略的に感染を抑え込む対策を実施します。
リスクレベル 対策の考え方・方向性 具体的対策の目安

レベル５
厳戒警報

・重症者、ハイリスク者の救命を最優先とした
入院調整。
・大規模クラスターや感染拡大の確実な封じ込
めのための体制整備、検査実施等。
・メリハリを利かせた接触機会の軽減のため、
強い制限を要請。

レベル４に加え
【対策】・医療提供体制維持のための救命を最優先とした⼊院調整等

・クラスター周辺への幅広なPCR検査の更なる拡⼤及び検査勧奨
【要請】・不要不急の県境を越えた移動⾃粛を要請

・催事開催や県有施設利⽤への制限を要請（⼈数制限等）
・大人数での会食の自粛を要請
・感染防⽌対策が不⼗分な事業者、施設等の休業を要請／時間短縮営業協⼒依頼等

レベル４
特別警報

・地域でのクラスター発生及びクラスター連鎖
の予防のため、保健所の体制強化及び幅広な
検査、原因施設への指導等を⾏う。
・メリハリを利かせ、これまでクラスターが発
生した施設等から順に感染拡大防止対策の強
化を要請。

レベル３に加え
【対策】・保健所機能維持のための体制強化

・クラスター周辺への幅広なPCR検査の実施、事業者や施設等への指導等を実施
【要請】・感染拡⼤の原因や、施設等に着⽬し、事業者や施設等にメリハリを利かせ感染防⽌対策

強化を要請

レベル３
警報

・地域でのクラスター発生を予防するため、感
染増加の原因に着目し、優先順位を付け、特
にハイリスクなところから感染防止対策の強
化を図る。

レベル２に加え
【対策】・有症状者及び接触者等へのPCR検査の積極的な勧奨

・県有施設の感染防止対策の点検
【要請】・年代・属性ごとの適切な⾏動の実施を要請

-中年層︓職場での感染予防徹底
-若者層︓クラブ活動等における感染予防徹底

・規模や業種に応じた事業者、施設等への対策強化を要請

レベル２
警戒

・新しい生活様式や、基本的な感染防止対策の
徹底を啓発

【対策】・感染者の接触者等へのPCR検査の弾⼒的運⽤
・感染防⽌対策を実施している店舗の利⽤勧奨
・県有施設の感染防止対策徹底
・施設、事業者等への感染防止対策指導等

【要請】・感染が拡大している地域との県境を越えた移動は慎重な判断を要請
・基本的な感染防止対策の強化を要請
・高齢者等、重症化リスクの高い者への感染防止対策の徹底を要請
・介護労働者・医療機関従業者等への感染防⽌対策の徹底を要請
・接触確認アプリ「ＣＯＣＯＡ」の周知及び普及促進の更なる強化を要請
・家庭内での感染防止対策の徹底を要請
・テレワーク等の更なる推進を要請

レベル１
注意

レベル0
平常 ・日常的な対策を啓発

【要請】・新しい生活様式の実践を要請
・接触確認アプリ「ＣＯＣＯＡ」の導入促進を要請

23



0

10

20

30

40

50

5

【熊本県における新型コロナウイルス感染者発生状況︓確定日ベース】
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指標数値の設定の考え方と熊本県の感染状況への新基準の適用
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【レベル３】感染者の増加傾向を初期段階で捉え、保健所が十分に機能を発揮できる状態を保つ数値を設定。
・新規感染者30⼈︓保健所が十分に積極的疫学調査等、感染防⽌対策を実⾏できる感染者数として、第２波の実績を基に設定。
・リンク無し感染者︓国６指標に基づき５０％
【レベル４】医療提供体制のひっ迫を防ぐため、増加の加速化傾向を捉え、病床への負荷蓄積前に警戒を発するための数値を設定。
・新規感染者50⼈︓これまでの加速化傾向を防ぐ考え⽅を踏襲し、レベル３の値（30人）の1.5倍の数を基に設定。
・リンク無し感染者︓国６指標に基づき５０％
【レベル５】更なる病床への負荷を防ぐため、強い警戒を発するための数値を設定。
・これまで経験した最大級又はそれ以上の感染拡大を想定し、「レベル５厳戒警報」を新たに追加
・新規感染者数150人︓医療提供体制や保健所体制が最も逼迫した第２波のピーク時の感染者数133人/週を基に設定。
・医療提供体制のひっ迫を防ぐ視点の警戒指標として、病床使⽤率を新たに追加。国６指標のステージⅢ２５％の数値を用いる。

【各指標数値の設定の考え方】

レベル4
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感染者数 42 654
死亡者数（%） 3 (7.1%) 5 (0.76%)
重症になった患者数（%） 9 (21.4%) 10 (1.53%)

4月中旬を中心とする「第１波」と、7月中旬から拡大した「第２波」を比
較すると、国内全体においても熊本県においても、様態が大きく異なる。
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(参考資料)「第１波」と「第２波」の比較

【要因】
・PCR検査能⼒向上によ
る若者の捕捉の増加

・標準治療⽅法の確⽴
・検査までの時間的アク
セスの向上 等
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(参考資料)国の６つの指標によるステージ分類

医療提供等の負荷
監視
体制

感染の状況
(直近１週間の状況)

①病床のひっ迫具合 ②療養者
数

(熊本県人口
で換算)

③PCR
陽性率
(一週間平
均値)

④新規
陽性者数

(熊本県人口で換
算)

⑤前週
との
比較

⑥感染
経路

不明割合 国の⽰す対策例
病床全体 うち

重症者用

県最高値 39.0% 8.5% 214人 9.0％ 133人 +65 48.1%

ステー
ジ４ 50％ 50％ 437人

(25人/10万人)
10％ 437人 先週より

増
50％

緊急事態宣言など、強制性のある対応を検討
・外出自粛要請 。
・県境を超えた移動の自粛要請。
・施設の使用制限（休業要請）。
・イベントは原則、開催自粛。集会における人数制限。
・生活圏での感染があれば学校の休校等も検討。
・職場への出勤をできるだけ回避。

ステー
ジ３ 25％ 25％ 262人

(15人/10万人)
10％ 262人 先週より

増
50％

メリハリの利いた接触機会の低減
・夜間や酒類を提供する飲食店への外出自粛要請。
・飲食店における人数制限。
・若年者の団体旅⾏などの、感染が拡⼤している地域と
の県境を越えた移動自粛の徹底 。
・ガイドライン不遵守酒類提供飲⾷店の休業要請等。
・イベント開催の⾒直し。
・人が集中する観光地の施設等における入場制限等。
・接触確認アプリの導入をイベント等の要件化 。

ステー
ジ２ 感染者の漸増及び医療提供体制への負荷が蓄積する段階

・⾼齢者など︓３密回避、安全な活動については推奨。
・中年︓職場での感染予防徹底、宴会等の⾃粛 。
・若者︓クラブ活動等における感染予防徹底、宴会⾃粛。
・医療従事者・介護労働者︓⾼リスクの場所に⾏かない。
・COCOA等の更なる周知及び普及促進の更なる強化。
・リスクの高い場所への積極的な介入・指導の継続強化
・テレワーク等の更なる推進。

ステー
ジ１ 感染者の散発的発⽣及び医療提供体制に特段の⽀障がない段階

感染者の急増及び医療提供体制における⼤きな⽀障の発⽣を避け
るための対応が必要な段階

爆発的な感染拡⼤及び深刻な医療提供体制の機能不全を避ける
ための対応が必要な段階
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市リスクレベル レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル３ レベル２ レベル４ レベル４

県リスクレベル レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル３ レベル２ レベル３ レベル４

熊本市リスクレベルについて

１ ⾒直しの経緯

【参考︓熊本県市における感染者発⽣状況とレベルの推移】
7/14〜
7/20

7/21〜
7/27

7/28〜
8/3

8/4〜
8/10

8/11〜
8/17

8/18〜
8/24

8/25〜
8/31 9/1〜9/7 9/8〜

9/14
9/15〜
9/21

9/22〜
9/28

9/29〜
10/5

10/6〜
10/12

10/13〜
10/19

市
発生状況

新規 1 17 28 29 35 37 39 20 10 1 0 43 57

リンク不明 0 3 15 11 17 7 19 6 6 0 0 5 14

県
発生状況

新規 ２ 68 133 106 54 63 46 26 22 2 2 55 75

リンク不明 ０ ６ 19 19 26 15 20 9 10 1 2 7 18

○本年3月31日、札幌市の流⾏曲線を参考とし独自に作成。感染拡大防止に一定の効果があったと評価。
○新たな知⾒が次第に明らかになり検査・医療提供体制が充実することで、①感染者数が増加する一方で、②軽症、無症状が大
半を占め医療提供体制への負担は抑えられている状況にあり、指標と具体的対策例が実態と相違。

○ ③感染拡⼤防⽌と社会経済活動の両⽴の観点から⾒直しが必要な時期にきており、 9月24日には、熊本市議会からも「リスク
レベルと対策」の⾒直しの早期検討の提⾔を受けた。

３ 今後の対応
○県リスクレベルを基準としながらも、本市の病床稼働率や感染経路不明割合などをもとに本市の感染状況の分析を⾏っていく。
○県や専⾨家会議のご意⾒を踏まえながら、⼈⼝や都市機能が集積するという都市部としての実情に応じた迅速かつメリハリのある
対策に注⼒していく。

○県市リスクレベルともに感染傾向を同様に捉えており、県のリスクレベルで感染状況の把握が可能と判断。一方で県市でレベル
が相違した場合は、市⺠にとっては分かりにくく、市⺠⽣活に混乱を⽣じかねないとの課題が顕在化。
○県の改定案には、これまでの教訓を踏まえ保健所や医療提供体制のひっ迫を防ぐ視点の警戒指標が設定されているなど、本市
の⾒直しの⽅向性と⼀致。加えて、医療提供体制は県全体で考え、対策は保健所間で連携し相互補完することが重要。

○以上のことから、県市連携のもと保健所や医療提供体制がひっ迫する前に早期警戒を発するとともに、市⺠に分かりやすく混乱
が生じないようにするため、県リスクレベルの改定案に一本化する。

２ ⾒直しの結果
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新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組

〇 ４月に緊急事態宣言を発し、感染状況は改善したが、社会経済活動全般に大きな影響

〇 感染者のうち、８割の者は他の人に感染させていない。また、８割は軽症又は無症状のまま治癒するが、２割で肺炎症状が増
悪。一方、若年層では重症化割合が低く、65歳以上の高齢者や基礎疾患を有する者で重症化リスクが高いことが判明

〇 これまで得られた新たな知見等を踏まえれば、ハイリスクの「場」やリスクの態様に応じたメリハリの効いた対策を講じるこ
とによって、重症者や死亡者をできる限り抑制しつつ、社会経済活動を継続することが可能

○ こうした考え方の下、重症化するリスクが高い高齢者や基礎疾患がある者への感染防止を徹底するとともに、医療資源を重症
者に重点化。また、季節性インフルエンザの流行期に備え、検査体制、医療提供体制を確保・拡充

⇒ 感染防止と社会経済活動との両立にしっかりと道筋をつける

２．検査体制の抜本的な拡充
・季節性インフルエンザ流行期に対応した地域の医療機関での簡
易・迅速な検査体制構築。抗原簡易キットを大幅拡充（20万件
／日程度）
・感染拡大地域等において、その期間、医療機関や高齢者施設等
に勤務する者全員を対象とする一斉・定期的な検査の実施
・市区町村で一定の高齢者等の希望により検査を行う場合の国の
支援
・本人等の希望による検査ニーズに対応できる環境整備

３．医療提供体制の確保
・患者の病床・宿泊療養施設の確保のための10月以降の予算確保
・患者を受け入れる医療機関の安定経営を確保するための更なる
支援
・地域の医療提供体制を維持・確保するための取組み・支援を進
め、季節性インフルエンザ流行期に備え、かかりつけ医等に相
談・受診できる体制の整備
・病床がひっ迫した都道府県に対する他都道府県や自衛隊の支援

４．治療薬、ワクチン
・治療薬の供給を確保、治療薬の研究開発に対する支援
・全国民に提供できる数量のワクチンの確保（令和３年
前半まで）
・身近な地域での接種体制や健康被害救済措置の確保等
・健康被害の賠償による製造販売業者等の損失を国が補
償できる法的措置

５．保健所体制の整備
・自治体間の保健師等の応援派遣スキームの構築
・都道府県単位で潜在保健師等を登録する人材バンクの
創設
・保健所等の恒常的な人員体制強化に向けた財政措置

６．感染症危機管理体制の整備
・国立感染症研究所及び国立国際医療研究センターの連
携による、感染症の感染力・重篤性等を迅速に評価・情
報発信できる仕組みの整備
・実地疫学専門家の育成・登録による感染症危機管理時
に国の要請で迅速に派遣できる仕組みの構築

７．国際的な人の往来に係る検査能力・体制の拡充
・入国時の検査について成田・羽田・関西空港における1
万人超の検査能力を確保（9月）

1．感染症法における入院勧告等の権限の運用の見直し
・軽症者や無症状者について宿泊療養（適切な者は自宅療養）で
の対応を徹底し、医療資源を重症者に重点化。感染症法における
権限の運用について、政令改正も含め、柔軟に見直し

令和２年８月28日
新型コロナウイルス感染症対策本部資料３－１
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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）における検査がすべて保健所等行政

を介して行われていた状況から変化し、検査キット等ができた現在では、医師の

判断で検査を行うなど様々な状況での検査が想定される。

そこで本指針は COVID-19の検査に関して各種検査法の意義や状況に応じて

実施する検査についての考え方を、COVID-19の診療や介護に係わる医療従事者、

ならびに検査関係者と共有し、国内の COVID-19検査が円滑に実施されること

を目的とする。

なお、今後の知見の集積、検査機器の製品の研究や開発状況に応じて、順次改

訂を行っていく。
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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）病原体検査の指針（第1版）

検査種類と各種検査の意義Ⅰ 4

Ⅰ

検査の基本的な考え方

COVID-19 における検査については、現在、遺伝子検査（リアルタイム PCR、

LAMP法等による遺伝子検査）、抗原検査（定性、定量）が実施されている。いずれの

検査でも病原体が検出された場合、検体採取時点における感染が確定される。ただし、

ウイルス量が少ない例では検出限界以下（陰性）となることや、同一被検者でも経時的

に排出ウイルス量が変化するため、適切なタイミングでの採取が求められる。

検査の種類1
各種検査法の検出感度や非特異反応を把握し、それぞれの検査法が持つ特徴を理解

することが、適切な判定を行う上で重要である。

1） 核酸検出検査

ウイルス遺伝子（核酸）を特異的に増幅するPCR（polymerase chain reaction）法

が用いられる。検体中に遺伝子が存在しているか否かを定性的に確認する方法として、

古典的 PCR法と塩基配列決定、簡便かつ短時間で結果判定ができる遺伝子検査方法

として、LAMP（loop-mediated isothermal amplification）法等が開発されている。

これら定性的検査に対してウイルス遺伝子の定量が可能なリアルタイム PCR法があ

る。

リアルタイムPCR ⿟

リアルタイム PCRは定量法であることからウイルス量の比較や推移が評価でき

ること、コピー数が推定できること等から信頼性が高い。ただし、実施が困難な施

設もあり検査アクセスの改善が課題である。リアルタイム PCRの検出限界は国立

感染症研究所プロトコルでは 5コピー／tubeであるが、各検査プロトコルやキット

により異なる。

検査種類と各種検査の意義
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LAMP法等 ⿟

LAMP法等は、新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）遺伝子の検出までの工程を1ス

テップ・一定温度で実施可能な遺伝子検出法である。一定温度で遺伝子を増幅するた

め、簡便な機器のみで実施でき、リアルタイムPCRと比較して感度は落ちるものの実

用範囲で、反応時間が35～50分程度と短いという利点がある（表1）。唾液など検体種

類により偽陽性となる例が指摘されており、適切な検体を使用することが必要である。

2） 抗原検査

SARS-CoV-2の構成成分である蛋白質を、ウイルスに特異的な抗体を用いて検出す

る検査法である。PCR法と同様に陽性の場合はウイルスが検体中に存在することを示す。

抗原検査には、定性検査と定量検査がある。

抗原定性検査は、ウイルスの抗原を検知し、診断に導く検査であり、PCR検査とと

もに有症状者の確定診断として用いることができ（厚生労働省．SARS-CoV-2抗原

検出用キットの活用に関するガイドライン［令和 2年 5月 13日］）、また、症状発症か

ら 2～9日目の症例では陰性の確定診断として用いることができる（同 令和 2年 6月

16日改訂）。定性検査は簡便・迅速なポイントオブケア・デバイスであり、外来やベッ

ドサイドにおける有症状者のスクリーニング等に有用である。

一方、抗原定量検査は、ウイルス抗原の量を測定することができ、検査に抗原と抗

体反応のウォッシュ過程があることから、特異度も高く、感度もLAMP法等の簡易な

遺伝子検査方法と同レベルである。

3） 抗体検査

抗体検査はウイルスを検出する検査ではなく、ウイルスに対する抗体の有無を調べ

る検査である。陽性となる時期は症状出現後、1～3週間経ってから陽性となることが

知られている。これはウイルスRNAが検出されなくなる時期と重なり、一般に感染歴

の指標に使用される。従って抗体検査が陽性であっても、その時点で被検者からウイ

ルスが排出されていることを意味するものではない。

表1  各種検査法の実施時間

検査法 実施時間

リアルタイムPCR 2～4時間

定性PCR＋シークエンス確認 7～9時間

LAMP法 1時間

抗原定量 30分

抗原定性 40分
各種検査法ともプロトコルからの

計算による
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検体の種類と採取2
感染の確認のためには、原則として気道または口腔由来検体を用いて検査を行う。

どの検体が適当かは、被検者の症状や状態、また、採取時の医療設備により判断される。

気道由来検体以外の血清、尿や組織等の検体は、重症度や病態の検証のために入院施

設で採取される可能性がある。

検体の採取や検査室で検体を処理する際には、曝露リスクに対して個人防護具の着

用を含め適切な感染防御策が必要である（『新型コロナウイルス感染症 COVID-19診

療の手引き 第3版』参照）。

鼻咽頭ぬぐい液 ⿟

SARS-CoV-2は上気道から感染するため、感染初期には鼻咽頭ぬぐい液は最も

標準的で信頼性の高い検体と考えてよい。反面、医療者が採取するため飛沫に曝露

するリスクが高いため、感染予防策を徹底した上での実施が前提となり、また適切

な部位から採取する必要がある。

鼻腔ぬぐい液 ⿟

検体採取時には、鼻孔から2 cm程度スワブを挿入し、挿入後スワブを5回程度回

転させ、十分湿らせる。医療従事者の管理下であれば、被検者自身が検体を採取でき、

医療者が採取する鼻咽頭ぬぐい液と同様に有用との報告がある。一方、検出感度は

鼻咽頭ぬぐい液と比較するとやや低いとの報告があり、引き続き検討が必要である

ものの、実用性と医療者の感染予防の面から有用な検体である（資料）。 

資料  鼻腔検体等を用いた検査にかかる研究結果（中間結果）

1．研究概要

COVID-19の疑いあるいは確定患者※に

ついて、鼻咽頭ぬぐい液、鼻腔ぬぐい液

等※※を採取し、核酸検出検査（RT-PCR 感

染研法）、抗原検査（定性）“エスプライン”、

抗原検査（定量）“ルミパルス”による検査結

果を比較し、鼻腔ぬぐい液等の臨床的有用

性について検証する。

※　中間報告35例。最終目標40例。

※※A.鼻咽頭ぬぐい液、B.鼻腔ぬぐい液を必須

とし、C.鼻かみ鼻汁液、D.唾液を可能な範

囲で採取。

2．研究結果

①

鼻腔 核酸検出検査

＋ － 計

鼻咽頭

核酸検出

検査

＋ 24 6 30 陽性

一致率

80％

－ 0 5 5

計 24 11 35

③

鼻腔 抗原検査（定量）

＋ － 計

鼻咽頭

核酸検出

検査

＋ 27 3 30 陽性

一致率

90％

－ 1 4 5

計 28 7 35

② （2日目から9日目）

鼻腔 抗原検査（定性）

＋ － 計

鼻腔

核酸検出

検査

＋ 15 3 18 陽性

一致率

83％

－ 0 7 7

計 15 10 25

④ （2日目から9日目）

鼻腔 抗原検査（定性）

＋ － 計

鼻咽頭

抗原検査

（定性）

＋ 14 3 17 陽性

一致率

82％

－ 1 7 8

計 15 10 25

第47回厚生科学審議会感染症部会（令和2年9月25日）の資料「新型コロナウイルス感染症の鼻腔拭い液を用いた検査について」より

（厚生労働科学研究　研究者代表：りんくう総合医療センター感染症センター長　倭　正也）
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唾液 ⿟

医療従事者の管理下であれば、被検者自身が採取でき、採取時に飛沫を発すること

が少ない点で周囲への感染拡散のリスクが低い現実的な検体と考えられる。検出感度

は鼻咽頭ぬぐい液と同程度と考えられ、採取手技に左右されない利点もあり、実用的な

検体である。

唾液の採取は、被検者自身が自然に徐々に流出する唾液を滅菌チューブに 1～2 mL

程度溜める。脱水等で唾液が出ない被検者は、検出感度が低下すると予想される。

飲食や歯磨き、うがい直後の唾液採取はウイルスの検出に影響を与える可能性があ

り、避けるべきである。明確な基準はないが、目安として、飲食等の後、歯磨きを行

った後、最低10分以上、できれば30分ほど空けることが望ましい。

被検者自身による唾液採取時に採取容器の外側が汚染する可能性があるため、容

器外側の適切な消毒等の工夫が求められる。

痰 ⿟

肺や気管支など下気道の状況を反映するため、咳嗽などの呼吸器症状を有する、

ある程度疾病が進行している患者では、最も感度が高い検体の一つと考えられる。

一方、痰の喀出時には飛沫が発生し周囲への感染リスクがあるため、採痰室など

の個室で被検者自身が採取するのが適切であるが、被検者単独での検体採取が可能

か否かは年齢や病状などを勘案する必要がある。周囲に人がいる場合の採痰では、

鼻咽頭ぬぐい液同様に感染防御策が求められる。

検体の種類や採取法、保管について表2にまとめる。
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表2  各種検体と採取法・保管

主な検体

鼻咽頭ぬぐい液 滅菌ぬぐい棒を鼻腔孔から耳孔を結ぶ線にほぼ平行に鼻腔底に沿ってゆっくり挿入し、抵

抗を感じたところで止め（成人 10 cm程度、小児 5 cm前後が目安）、10秒程度そのままの

位置で保ち鼻汁を浸透させ、ゆっくり回転させながら引き抜きぬぐい液を採取する。

ぬぐい棒の先端を保管輸送用容器内の 1～2 mL程度の溶液（滅菌生食やウイルス不活化液、

安定剤等、様々な種類がある）に浸して、漏れないように容器をキャップする。

鼻腔ぬぐい液 鼻腔に沿って2 cm程度ぬぐい棒を挿入し、鼻甲介付近をゆっくり5回程度回転し、ぬぐう。

採取後は鼻咽頭ぬぐい液と同様。

＊被検者自身が採取する際は、鼻出血が起こりやすい部位である点にも配慮し、医療従事

者の管理下で実施する。

唾液 広口の滅菌容器（50 mLチューブ等）に 1～2 mL程度の唾液を医療従事者の管理下で被検

者が自己採取する。

飲食等の後、歯磨きを行った後、最低10分以上後に採取する。

痰 喀痰は、陰圧採痰室等の個室で被検者自身が採痰容器に喀出し、バスボックスを通じて提

出されるのが望ましい。

気管内採痰は、他疾患の検査や診療に際し、気管支鏡等を用いて実施されることが想定さ

れるが、空気感染対策を含む十分な防御策が必要なため一般には推奨されず、気管支鏡実

施前にぬぐい液等を用いて診断することが推奨される。

上記の検体は速やかに検査に供すべきであるが、事情により保管する場合は4℃で2日程度に留めることを推奨する。

その他の検体 下記の検体も病原体検査に有効であることが報告されており、必要に応じて採取する場合

は感染源となる可能性を考慮してチューブ等容器に入れ、検体種類に応じて適切に保管す

る。（国立感染症研究所：2019-nCoV（新型コロナウイルス）感染を疑う患者の検体採取・輸送マニュア

ル［2020年7月17日更新版］改変）

血清 急性期や回復期に採取し、－80℃以下で保管を推奨

全血 EDTA-NaまたはK加血、－80℃以下で保管を推奨

便 便あるいは直腸ぬぐい液、－80℃以下で保管を推奨

尿 －80℃以下で保管を推奨

（剖検）組織 未固定の組織検体は感染性検体として－80℃以下で保管を推奨。ホルマリン固定組織、ホ

ルマリン固定パラフィン包埋組織は非感染性検体として室温で保管。
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検体の取り扱い、保管と輸送3
検体の取り扱い ⿟

検査精度に関しては、検体によっては非常に多量のウイルスを含む場合もあるた

め検体間の交差汚染（クロスコンタミネーション）が起こらないように配慮する。

安全性確保の面では、被検者自身が採取した検体は、採取容器表面をエタノール

等で消毒し、一次容器表面の汚染の可能性を除去し検査に供する、あるいは輸送し

て取り扱う際には接触予防策をとる。また、検査室では、検体をピペット等で処理す

る際に飛沫発生のリスクがあるため安全キャビネットの使用など適切な対応をとる。

検体保管 ⿟

遺伝子検査の検体は採取後、可及的速やかに検査に供するのが望ましい。必要に

応じてウイルス不活化剤やRNA安定剤を含む容器を用いてよい。また、遺伝子検査

用検体の冷凍は避け、冷蔵輸送が推奨される（凍結融解による感度低下を避けるため）。

輸送 ⿟

同一施設内は二次容器に入れ輸送可能。他施設へ輸送する場合は速やかに行うべ

きであり、三重梱包を推奨する。適切に三重梱包が行われる場合は、他の荷物と同

様に扱って差し支えない。

検査の解釈や検査精度など4
検査法による特性の違いを考慮して、適用する検査法を決めることが必要である。

完全な検査法はないが、既知の濃度の陽性対照を複数使用することで信頼性を確保し

ているリアルタイム PCRを基準として比較すると、現行の抗原定性検査はウイルス

量が少ない（遺伝子が 100コピー以下程度）検体での検出感度が低いと考えられてい

る。また抗原定性検査は、検体の粘性が高い場合などに偽陽性が生じることが報告さ

れている。遺伝子検査である LAMP法も、反応によって生じる濁度や蛍光強度を測定

する機器では、検体によっては偽陽性が生じる可能性がある。

なお、1回の検査結果が真に陰性であっても感染を否定するものではないため、検

査結果を隔離解除等の参考にする場合には慎重であるべきである。 

また、個々の検査用キットにより使用方法、臨床成績等の違いがあるので、各製品

の添付文書を参照の上、検査精度に留意し実施する。
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検査の流れ5
次のインフルエンザ流行に備えた検査等の体制は、発熱等の症状が生じた場合には、

まずはかかりつけ医等の地域で身近な医療機関に電話相談すること、また相談する医

療機関に迷う場合には、「受診・相談センター」に相談すること（図1参照）とされ、こ

こで検査が実施される。

これまでは、感染が疑われた者は、まず多くは保健所に設置された帰国者・接触者

相談センターに電話で相談した上で、帰国者・接触者外来等を受診して検査を受ける

こととなっていたが、このように変更されたので留意が必要である。

図1  検査の流れ

相談した医療機関から

「診療・検査医療機関」

の案内を受けて、受診

かかりつけ医等の地域で身近な医療機関
（自治体のHPで公表している「診療・検査医療機関（仮称）」

や、受診・相談センターの機能を有する医療機関を含む）

診療・検査
（その地域で身近な医療機関が

「診療・検査医療機関（仮称）」である場合）

相談した医療機関で診療・検査

可能であるか

受診・相談センター（仮称）
（旧帰国者・接触者相談センターや、

相談体制を整備している地域の医師会等）

案内された上で受診

相談する医療機関に迷う場合には、

「受診・相談センター」に電話相談する。
発熱患者等

NO
YES

相
談

診
療
・
検
査

※「診療・検査医療機関」は、検査（検体採取）を地域外来・検査センターに依頼することも可能

電話相談

「診療・検査医療機関（仮称）」
※地域の医療機関間で「診療・検査医療機関」の情報を

共有しておく。

3

（第40回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会予防接種基本方針部会・第46回厚生科学審議会感染症部会（令和2年9月10日）

の資料「次のインフルエンザ流行に備えた体制整備」より　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_13511.html）
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現時点では、SARS-CoV-2の検出に最も信頼性の高い検査はPCR検査である。次

いでLAMP法等、抗原定量検査も実用的な検査法であり、さらに有症状者に対しては

抗原定性も活用可能な状況となっている。一般的に、検査前確率が低いときには感度・

特異度の高い検査方法での実施が望ましいとされる。現時点で、SARS-CoV-2の検

査対象となる1～4の場合を想定し、以下に記載する。

COVID-19を疑う有症状者1
COVID-19が疑わしい有症状者（症状がCOVID-19に特徴的、または濃厚接触者が

有症状となった場合など医師が疑う場合）については、表 3および図 2を参照した検

査を行う。

■留意点

核酸検出検査： 唾液検体の場合、発症から10日目以降は検出性能が低い。

抗原定量検査： 唾液検体の場合、発症から10日目以降は検出性能が低い。

抗原定性検査： 唾液検体は用いることができない。鼻咽頭・鼻腔検体では、発症 2

日目から用いることができるが、10日目以降で陰性の場合には、核

酸検出検査を行う必要がある。

濃厚接触者2
抗原定性検査は、無症状者への検査は適さない。
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COVID-19を疑う有症状者

症状出現9日以内

○：核酸検出検査、

抗原定量検査、

抗原定性検査

症状出現10日以降

○：核酸検出検査、

抗原定量検査

△：抗原定性検査

濃厚接触者

症状がある

COVID-19を疑う

有症状者に準ずる

無症状

○：核酸検出検査、

抗原定量検査

図2  検査フロー案

表3  各種検査の特徴

新型コロナウイルス感染症にかかる各種検査

検査の対象者
核酸検出検査 抗原検査（定量） 抗原検査（定性）

鼻咽頭 鼻腔＊ 唾液 鼻咽頭 鼻腔＊ 唾液 鼻咽頭 鼻腔＊ 唾液

有症状者

（症状消退

者含む）

発症から

9日目以内
○ ○ ○ ○ ○ ○

○

（※1）

○

（※1）

×

（※2）

発症から

10日目以降
○ ○

ー

（※4）
○ ○

ー

（※4）

△

（※3）

△

（※3）

×

（※2）

無症状者 ○
ー

（※4）
○ ○

ー

（※4）
○

ー

（※4）

ー

（※4）

×

（※2）

想定される主な活用場面

・検査機器等の配備を要

するものの、無症状者

に活用できるため、保

健所、地方衛生研究所、

国立感染症研究所等の

検査専門施設や医療機

関を中心に実施。

・大量の検体を一度に処

理できる機器や操作が

簡便な機器など幅広い

製品があるため、状況

に応じた活用が重要。

・検査機器等の配備を要

するものの、無症状者

に活用できるほか、現

在供給されている検査

機器は、新型コロナウ

イルス感染症に係る検

査以外にも、通常診療

で実施される様々な検

査に活用できるため、

検査センターや一定規

模以上の病院等におい

て活用。

・検査機器の設置が不要

で、その場で簡便かつ

迅速に検査結果が判明

するが、現状では対象

者は発症 2日目から 9

日目の有症状者の確定

診断に用いられるため、

インフルエンザ流行期

における発熱患者等へ

の検査に有効。

※1：発症2日目から9日目以内の有症状者の確定診断に用いられる。

※2：有症状者への使用は研究中。無症状者への使用は研究を予定している。

※3：使用可能だが、陰性の場合は鼻咽頭PCR検査を行う必要あり。（△）

※4：推奨されない。（－）

＊：引き続き検討が必要であるものの、有用な検体である。
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インフルエンザ流行期3
インフルエンザが強く疑われる場合を除いて、可及的に季節性インフルエンザと

COVID-19の両方の検査を行うことを推奨（表4）。ただし、COVID-19の検査の実施

は限られることから、流行状況により、先にインフルエンザの検査を行い、陽性であ

ればインフルエンザの治療を行って経過を見ることも考えられる（日本感染症学会．

“今冬のインフルエンザとCOVID-19に備えて”の提言に際してより要約抜粋）。

表4  想定される検体と検査の種類等の例

採取する検体
季節性

インフルエンザ
COVID-19 感染防護 備考

① 鼻咽頭ぬぐい液・

鼻腔ぬぐい液

抗原定性

鼻咽頭ぬぐい液・

鼻腔ぬぐい液

抗原定性＊

PCR（抗原定量）

鼻咽頭ぬぐい液・

鼻腔ぬぐい液

医療者に一定の曝露あ

り（フェイスガード、

サージカルマスク、手

袋・ガウン等）

※鼻腔ぬぐい液を自己

採取する場合、医療

者の曝露は限定的

（サージカルマスク、

手袋）

・迅速に結果を得るこ

とができる

② 鼻かみ液・唾液 抗原定性

鼻かみ液

PCR（抗原定量）

唾液

医療者の曝露は限定的

（サージカルマスク、

手袋）

・結果を得るのに数日

かかる

・COVID-19の PCR

のキャパシティを消費

＊：COVID-19に対する抗原定性検査は、場所を選ばず実施可能であり、短時間で結果を確認することができる。

（第40回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会予防接種基本方針部会・第46回厚生科学審議会感染症部会（令和2年9月10日）

の資料「次のインフルエンザ流行に備えた体制整備」より　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_13511.html）

無症状者の検査4
無症状者に医師が検査を必要と判断して検査を実施する場合は、PCR 検査あるい

は抗原定量検査を実施する。
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検体採取に応じた適切な感染防護
Ⅲ

表5  各種検体と適切な感染防護

採取する検体 感染防護

① 鼻咽頭ぬぐい液・ 

鼻腔ぬぐい液

医療者に一定の曝露あり

（フェイスガード、サージカルマスク、手袋・ガウン等）

※鼻腔ぬぐい液を自己採取する場合、医療者の曝露は限定的（サージ

カルマスク、手袋）

② 唾液
医療者の曝露は限定的

（サージカルマスク、手袋）

検査実施時の感染防護

医療従事者は検体の種類に応じて、適切な感染防護を行い（表 5参照）、検査を実施

する。
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健 発 1 0 1 4 第 ５ 号  

令 和 ２ 年 1 0 月 1 4 日  

 

   都道府県知事  

各 保健所設置市長  殿 

   特 別 区 長 

 

厚生労働省健康局長  

（公 印 省 略）  

  

 

新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令の一部 

を改正する政令等について（施行通知） 

 

 新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を

有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。以下単に「新型コ

ロナウイルス感染症」という。）については、我が国及び海外における新型コロナウ

イルス感染症の発生状況の変化等を踏まえ、本日、新型コロナウイルス感染症を指定

感染症として定める等の政令の一部を改正する政令（令和２年政令第 310 号。以下

「改正政令」という。）及び新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等

の政令第三条において準用する感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律第十九条第一項の厚生労働省令で定める者等を定める省令（令和２年厚生労働

省令第 172 号）が公布され、令和２年 10 月 24 日から施行される。 

 これらの命令の概要は、下記のとおりであるので、貴職におかれては、内容を十分

御了知いただくとともに、貴管内市町村及び関係機関等への周知を図り、その施行に

遺漏なきを期されたい。 
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記 

 

 

１ 改正の趣旨 

  新型コロナウイルス感染症については、新型コロナウイルス感染症を指定感染症

として定める等の政令（令和２年政令第 11 号。以下「指定令」という。）により、

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114

号。以下「感染症法」という。）第６条第８項の指定感染症として定められており、

感染症法の規定を準用するとともに、その所要の読替えを規定することで、都道府

県知事（保健所設置市の長及び特別区の長を含む。以下同じ。）が感染症法第 19 条

及び第 20 条の入院の勧告・措置等の必要な措置を講ずること等を可能としている。 

今般、これまでに把握されている医学的知見等を踏まえ、季節性インフルエンザ

の流行時期も見据え、医療資源を重症者や重症化リスクのある者に重点化していく

観点から、新型コロナウイルス感染症に係る入院の勧告・措置について見直しを行

うこととする。 

 

２ 改正の内容 

  指定令第３条において準用する感染症法第 19 条及び第 20 条の入院の勧告・措置

の対象を、以下（１）及び（２）の対象者に限定することとする。 

 

（１）65 歳以上の者、呼吸器疾患を有する者その他の厚生労働省令で定める者 

  具体的には、以下のいずれかに該当する者である。 

① 65 歳以上の者 

② 呼吸器疾患を有する者 

③ 上記②に掲げる者のほか、腎臓疾患、心臓疾患、血管疾患、糖尿病、高血圧

症、肥満その他の事由により臓器等の機能が低下しているおそれがあると認

められる者 

④ 臓器の移植、免疫抑制剤、抗がん剤等の使用その他の事由により免疫の機能

が低下しているおそれがあると認められる者 

⑤ 妊婦 

⑥ 現に新型コロナウイルス感染症の症状を呈する者であって、当該症状が重度

又は中等度であるもの 

⑦ 上記①から⑥までに掲げる者のほか、新型コロナウイルス感染症の症状等を

総合的に勘案して医師が入院させる必要があると認める者 

⑧ 上記①から⑦までに掲げる者のほか、都道府県知事が新型コロナウイルス感

染症のまん延を防止するため入院させる必要があると認める者 

 

（２）上記（１）以外の者であって、当該感染症のまん延を防止するため必要な事項
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として厚生労働省令で定める事項を守ることに同意しない者 

「厚生労働省令で定める事項」は、次のとおりである。 

  ア 指定された期間、指定された内容、方法及び頻度で健康状態を報告すること 

  イ 指定された期間、指定された場所から外出しないこと 

  ウ 上記ア及びイに掲げるもののほか、新型コロナウイルス感染症のまん延を防

止するため必要な事項 

  

上記のアからウについては、宿泊療養又は自宅療養の際の感染防止に係る留意

点を指す。具体的には、 

・「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象

並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付け事

務連絡。同年６月 25 日最終改正。）1、 

・「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュアル（第３版）」（令

和２年６月 15 日付け事務連絡）2（なお、様式１で説明文書のモデル例があ

る。）、 

・「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォロー

アップ及び自宅療養時の感染管理対策について」（令和２年４月２日付け事務

連絡）3、 

・「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る自宅療養の実施に関する留意

事項（第４版）」（令和２年８月７日付け事務連絡）４（なお、別添２で留意事

項等の周知文書の参考例がある。） 

等を参考にすること。 

 

３ 施行期日 

  公布の日から起算して 10 日を経過した日（令和２年 10 月 24 日）から施行する。 

 

４ 経過措置 

（１）改正政令の施行の日前に行われた措置に係る指定令第３条において準用する感

染症法第 58 条（第 10 号及び第 12 号に係る部分に限る。）の規定により支弁する

費用及び指定令第３条において準用する感染症法第 61 条第２項の規定により負

担する負担金については、なお従前の例による。 

 

（２）改正政令による改正前の指定令（以下「旧令」という。）第３条において準用す

                             
1 新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について

（令和２年 4月 2 日付け事務連絡。同年６月 25 日最終改正。） https://www.mhlw.go.jp/content/000644314.pdf 
2 新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュアル（第３版）」（令和２年６月 15 日付け事務連絡）

https://www.mhlw.go.jp/content/000640246.pdf 
3 新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感染管理対策について」（令

和２年４月２日付け事務連絡）https://www.mhlw.go.jp/content/000618528.pdf 
４「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る自宅療養の実施に関する留意事項（第４版）」（令和２年８月７日付け事務連絡）

https://www.mhlw.go.jp/content/000657891.pdf 

 



4 

る感染症法第19条又は第20条の規定による入院に係る感染症法第73条第２項及

び第３項の規定の適用については、旧令の規定は、なおその効力を有する。 

 

５ その他 

  新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者及び軽症患者で入院が必要な状

態ではないと判断される者については、引き続き、宿泊療養又は自宅療養を求める

こと。 

  



熊本県リスクレベルについて

リスク
レベル 県の判断基準（案） 対策例(案)

レベル４
特別警報

県内で
①新規感染者１５名以上
かつ
②リンク無し感染者８名以上

レベル３の対策に加え
・不要不急の外出⾃粛要請
・県外等への移動自粛を要請
・全ての催事等の自粛要請
・施設への休業要請

レベル３
警報

県内で
①新規感染者10名以上
又は
②リンク無し感染者５名以上

レベル２の対策に加え
・週末等の不要不急の外出⾃粛要請
・催事等の自粛要請
・施設への休業要請

レベル２
警戒

県内で①新規感染者が発生
かつ
②レベル３に該当しない場合

レベル１の対策に加え
・感染拡大リスクを高める３つの密が重なる催事の自粛要請
・不特定多数が利⽤する県有施設の閉館

レベル１
注意

①国内で新規感染者が発生
かつ
②県内では新規感染者が未発生

レベル０の対策に加え
・３つの密が重なる感染拡大リスクが高い活動や催事において、まん延防止
対策を⾏う

レベル0
平常

国内で新規感染者が確認されていな
い ・新しい生活様式の広報・実践

※ 「リンク無し感染者」とは、感染源が特定できないもの。
※ レベルを上げる場合は、週ごとに総合的に判断し、レベルを下げる場合は、前週、前々週の発生状況を踏まえ、同様に判断する。
※ 各所管施設の開閉においては、所在する市町村と情報共有し、調整に努めること。
※ ３つの密とは、①密閉空間（換気の悪い密閉空間である）、②密集場所（多くの人が密集している）、③密接場面（互いに手を伸
ばしたら届く距離での会話や発声が⾏われる）

※あくまでも目安であり、現状がどのリスクレベルに位置付くか、また、具体的な対策は
本県あるいは全国の感染状況及びその傾向（拡大・縮小）を踏まえ、実施する地域やその内容も含め、総合的に判断する。



リスク
レベル 本市の判断基準 具体的な対策例（新）

レベル４
特別警報

市内で
①リンク無し感染者 ４名以上
かつ
②新規感染者 ５名以上

レベル３の対策に加え
・不要不急の外出⾃粛要請
・県外等への移動自粛を要請
・全ての催事等の臨時休⽌要請

レベル３
警報

市内で
①リンク無し感染者 ２名以上
かつ
②新規感染者 ３名以上

レベル２の対策に加え
・週末等の不要不急の外出⾃粛要請
・催事等の自粛要請

レベル２
警戒

市内で
①新規感染者が発生
かつ
②レベル３に該当しない場合

レベル１の対策に加え
・感染拡大リスクを高める３つの密のいずれかに該当する催事の自粛
・不特定多数が利⽤する市有施設の閉館

レベル１
注意

①国内で新規感染者が発生
かつ
②市内では新規感染者が未発生

レベル０の対策に加え
・３つの密が重なる感染拡⼤リスクが⾼い活動や催事において、まん延防⽌対策を⾏う
・相談窓口の周知

レベル０
平常 国内で新規感染者が確認されていない ・新しい生活様式の広報・実践

※ 「リンク無し感染者」とは、感染源が特定できないもの。
※ レベルを上げる場合は、週ごとに総合的に判断し、レベルを下げる場合は、前週、前々週の発生状況を踏まえ、同様に判断する。
※ ３つの密とは、①密閉空間（換気の悪い密閉空間である）、②密集場所（多くの人が密集している）、③密接場面（互いに手を
伸ばしたら届く距離での会話や発声が⾏われる）。

※あくまでも目安であり、現状がどのリスクレベルに位置付くか、また、具体的な対策は、感染状況の傾向（拡大・縮小）を踏まえ、総合的に判断する。

熊本市リスクレベルについて



熊本県新型コロナウイルス地域区分基準の設定について

4/3県市合同専⾨家会議におけるコメント︓
「県における地域区分の基準を定めるべき」

【基準設定の目的】患者数が増加に転じるタイミングを早期に捉え、警戒を発する基準を設定するこ
とで、感染拡⼤防⽌に向けた対策の徹底や県⺠への早期の警戒を呼び掛ける。
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東京都 累計新規感染者数

増加に転じるタイミング
県市専門家会議に相談した結果、熊本県においては次のタイミングが適当
週の新規感染者が10名以上又はリンク無し感染者※が７名以上

感染確認地域の、「感染拡大傾向期」として警戒発出
さらに、次の週に新規感染者が1.5倍以上の増加

感染拡大警戒地域として、最大の警戒発出
（指数関数的な増加の時期、医療機関逼迫
も懸念）

対応については、「一歩
先を⾏く」ものとして、
この時点で感染拡大警戒
地域のものを実施

地域区分は随時評価するが、対応
は、２週間は⾏うことを基本とする

・適切なタイミングでの対応の切り替え
・県⺠に分かりやすい形での警戒発出

※…感染源が不明な感染者

基準値は、東京都の状況と熊本県の状況を、可住地⾯積を⽤いた⼈⼝密度⽐等を⽤い⽐較
し、導き出したもの。他自治体の状況にも外挿し、使用可能であることを確認している。

令和２年４月16日対策本部事務局

【基準の考え方】県市専門家会議に相談した結果、以下①・②の
考え方で指標を設定。
①患者数の増加傾向を初期段階で捉える指標
→ 他の地域での感染拡大の経過を参考に、本県に置き換えた指標を設定

②患者数の拡大の加速化傾向を早期に捉える指標
→ 急速な拡大に至る前の段階を早期に捉える指標を設定

国専門家会議が示した３区分

区分名 国基準︓１週間前の新規感染者
数とその１週間前との比較

感染拡大警戒地域 大幅な増加
感染確認地域 ⼀定程度の増加幅内
感染未確認地域 感染者が確認されていない地域



新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの
接種事業について

第17回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会 資料
22020(令和２)年10月2日



（接種目的）

○新型コロナウイルス感染症による死亡者や重症者の発生をできる限り

減らし、結果として新型コロナウイルス感染症のまん延の防止を図る。

（接種の実施体制）

○接種の実施体制については、特定接種の枠組みはとらず、住民への

接種を優先する考えに立ち、簡素かつ効率的な接種体制を構築する。

○国民への円滑な接種を実施するため、国の主導的役割、広域的視点、

住民に身近な視点から、国、都道府県及び市町村の主な役割分担に

ついて、以下の分担を前提とし、今後具体的な検討を進め、必要な体

制の確保を図る。

○ワクチン接種の実施に当たっては、地方自治体の負担が生じないよう、

国が必要な財政措置を講ずる。 1

制度的な対応と検討事項

☆新型コロナウイルスワクチンの予防接種について、

既存の接種類型との関係について

☆国、都道府県、市町村の役割を踏まえた接種体制

の構築について

☆予防接種に係る費用負担について

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種に関する制度的な対応と検討事項について

令和２年９月25日新型コロナウイルス感染症対策分科会
「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（中間とりまとめ）」

（一部抜粋）

国 都道府県 市町村

・ワクチン、注射針・注射筒
の購入及び卸売業者へ
の譲渡
・接種順位の決定
・ワクチンに係る科学的知
見の国民への情報提供
・健康被害救済に係る認定
・副反応疑い報告制度の運
営

・地域の卸売業者との調整
・市町村事務に係る調整
・医療従事者等への接種体
制の調整
・専門的相談対応

・医療機関との委託契約、
接種費用の支払
・住民への接種勧奨、個別
通知（予診票、クーポン
券）
・接種手続等に関する一般
相談対応
・健康被害救済の申請受付、
給付
・集団的な接種を行う場合
の会場確保



（ワクチンの有効性及び安全性）

○接種に用いるワクチンは現時点では未定であるが、新たな技術を活

用したワクチンの開発が進められており、これまで日本で承認された

ワクチンとは大きく性質が異なるものと考えられる。また、接種実績が

限られる状況では、ワクチンの有効性及び安全性等に係る情報も限ら

れることも想定される。

○国は、ワクチンによる副反応を疑う事象について、医療機関又は製造

販売業者からの報告などにより迅速に情報を把握するとともに、当該

情報に係る専門家による評価により、速やかに必要な安全対策を講

ずる。

（健康被害救済制度）

○国は、ワクチン接種に伴い、健康被害が生じた場合の健康被害救済

を目的とした必要な措置を講ずる。

（ワクチンの確保）

○国は、ワクチンの使用による健康被害が生じた場合の適切な救済措

置を講ずるとともに、健康被害に係る損害を賠償すること等により生じ

た製造販売業者等の損失を補償することができるよう、接種の開始前

までに法的措置を講ずる。

2

☆接種勧奨や努力義務について

☆副反応疑い報告制度等について

☆健康被害に係る救済措置について

☆損失補償契約の締結のための法的措置について

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種に関する制度的な対応と検討事項について

制度的な対応と検討事項
令和２年９月25日新型コロナウイルス感染症対策分科会

「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（中間とりまとめ）」
（一部抜粋）



定期接種 臨時接種 新臨時接種 特定接種 住民接種

根

拠

予防接種法

第５条第１項

予防接種法

第６条第１項、第２項

予防接種法

第６条第３項

新型インフル等特措法

第28条

新型インフル等特措法

第46条

趣

旨

等

平時のまん延予防

•Ａ類 集団予防

•Ｂ類 個人予防

疾病のまん延予防上緊急

の必要

2009年A/H1N1のように、

病原性が低い疾病のまん

延予防上緊急の必要

医療従事者等公共性の高

い社会機能維持者への接

種

緊急事態宣言下での国民

全体に対する接種

3

１．予防接種法等の接種類型との関係について

○現行法では、複数の接種類型が存在し、接種の趣旨や想定している疾病等がそれぞれ異なっている。

○今般の新型コロナウイルスワクチンの接種については、既存の接種類型と比較した場合、

・定期接種のような平時のまん延予防ではなく、臨時接種と同様に、まん延予防上緊急の必要がある。

・新型コロナウイルス感染症は、現時点では新臨時接種が想定する病原性が低い疾病と評価することは難しい。

・「中間とりまとめ」においても、特定接種の枠組みはとらず、住民への接種を優先する考えに立つとされており、

また、現状において、住民接種が想定している緊急事態宣言下での接種ではない。

○こうした接種の趣旨等を踏まえ、新型コロナウイルスワクチンの接種については、予防接種法上の臨時接種をベー

スとして、現行の臨時接種に関する規定を適用し、適用できないものについては、特例を検討してはどうか。



予防接種法及び新型インフル等特措法上の接種類型について

定期接種 臨時接種 新臨時接種 特定接種 住民接種
（参考）2009年新型
インフルの際の対応

根拠
予防接種法
第５条第１項

予防接種法
第６条第１項、第２項

予防接種法
第６条第３項

特措法第28条
(臨時接種とみなす)

特措法第46条
（予防接種法第６条第１
項を読替適用）

予算事業

趣旨
等

平時のまん延予防
• Ａ類 集団予防
• Ｂ類 重症化予防

疾病のまん延予防上緊急の必要
2009年A/H1N1のように、
病原性が低い疾病のまん
延予防上緊急の必要

医療従事者等公共性の高
い社会機能維持者への接
種

緊急事態宣言下での国民
全体に対する接種

死亡者や重症者の発生を
できる限り減らすこと及
びそのために必要な医療
の確保

第１項の場合
（都道府県の判
断で実施）

第２項の場合
（厚労大臣の指示
により実施）

実施
主体

市町村長

都道府県知事
市町村長
（都道府県知事
が指示できる）

都道府県知事
（厚労大臣が指示
できる）

市町村長
（厚労大臣が都道府県を
通じて指示できる）

厚生労働大臣
（政府対策本部長が指示
できる）

市町村長
（厚労大臣が都道府県を
通じて指示できる）

国
（実施要綱で都道府県、
市町村の役割を規定）

対象
者

政令で決定
都道府県知事が
決定

都道府県知事が決
定

厚生労働大臣が決定
政府対策本部が基本的対
処方針等諮問委員会の意
見を聴いて決定

政府対策本部が基本的対
処方針を変更して決定

全国民を対象
（優先順位を付けて接
種）

費用
負担

市町村長
A類：
地方交付税９割
B類：
地方交付税３割

○都道府県実施
国 1/2
都道府県 1/2
○市町村実施
国 1/3
都道府県 1/3
市町村 1/3

国 1/2
都道府県 1/2

低所得者分について
国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4

国
（地方公務員への接種は、
それぞれの都道府県・
市町村が負担）

国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4
（自治体の財政力に応じ、
国がかさ上げの財政負
担を講じる）

低所得者分について
国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4

自己
負担

実費徴収可 自己負担なし 自己負担なし 実費徴収可 自己負担なし 自己負担なし 実費徴収可

公的
関与

Ａ類：
勧奨○
努力義務○
Ｂ類：
勧奨×
努力義務×

勧奨○
努力義務○

勧奨○
努力義務○

勧奨○
努力義務×

勧奨○
努力義務○

勧奨○
努力義務○

ー

救済
A類：高水準
B類：
医薬品と同水準

高水準 高水準 やや高水準 高水準 高水準
医薬品と同水準
（健康被害救済に係る特
別措置法を制定）

4



２．接種の実施体制について

〇新型コロナウイルス感染症の流行等により、国民の生命・健康等が大きなリスクにさらされており、そのリスクの

軽減のため、全国的な規模で、迅速かつ円滑に新型コロナワクチン接種を実施する必要がある。

〇こうした必要性を踏まえ、「中間とりまとめ」においては、国民への円滑な接種を実施するため、国の主導的役割、

広域的視点、住民に身近な視点から、国、都道府県及び市町村の主な役割について概ね以下の分担を前提として、

今後具体的な検討を進め、必要な体制の確保を図ることとしている。

○一方、臨時接種における実施主体は、都道府県又は市町村となっているが、市町村に指示できるのは都道府県のみ

であり、接種順位の決定等について国が関与できる法的な仕組みとはなっていない。

○このため、市町村が実施主体とした上で、特例的に、国が優先順位等を決定の上、市町村に対して接種を実施する

よう指示できるようにするとともに、都道府県も広域的な視点から市町村に協力することとしてはどうか。

5

 ワクチンの確保

 購入ワクチンの卸売業者への流通の委託

 接種順位の決定

 ワクチンに係る科学的知見の国民への情報提
供

 健康被害救済に係る認定

 副反応疑い報告制度の運営

国
国の主導的

役割

都道
府県

広域的視点 地域の卸売業者との調整（ワクチン流通等）

 市町村事務に係る調整（国との連絡調整、接種
スケジュールの広域調整等）

市町村

住民に身近
な視点

 接種手続等に関する一般相談対応

 健康被害救済の申請受付、給付

 集団的な接種を行う場合の会場確保等

 医療機関との委託契約、
接種費用の支払

 住民への接種勧奨、個別通知（予診票、クー
ポン券）

 優先的な接種の対象となる医療従事者等への
接種体制の調整

 専門的相談対応

（新型コロナワクチン接種における国・都道府県・市町村の主な役割）
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３．費用負担について

社会経済への影響、国の主導的役割・施策

今回の事業における費用負担の考え方

○ 新型コロナウイルス感染症の流行及びその長期化により、国民の生命・健康はもとより、社会経済にも極めて大きな被

害を及ぼしている状況にある。

〇 こうした中で、新型コロナウイルス感染症に係るワクチンについては、生命・健康を損なうリスクの軽減や医療への負

荷の軽減、更には社会経済の安定につながることが期待されることから、令和３年前半までに全国民に提供できる数量を

確保することを目指し、また、国民への円滑な接種を実施するため、国の主導のもと、身近な地域において接種が受けら

れる仕組みを含め、必要な体制を確保することとしている。

○ このように、今回のワクチンの接種は、新型コロナ感染症対策の重要な柱として国が全国的に実施する施策であり、全

国民に提供できる数量のワクチンの確保や接種順位の決定など、国が主導的役割を担う必要がある。

○ 以上のように、今回の新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種は、本感染症を要因として新型インフルエンザ

特措法に基づく緊急事態宣言がすべての都道府県で発出されたことを踏まえ、同様の事態を招けば社会経済上の影響が極

めて大きくなること等の状況のもと、国が主導的な役割を果たすことにより、国民への円滑な接種を実施するものである。

国が市町村に対して接種を実施するよう指示し、接種勧奨を行い、接種を受ける努力義務も課すこととしている今回の接

種事業に限っては、臨時接種とは別に新型コロナ感染症対策として特例的に、国が全額負担を行うこととしてはどうか。

○ また、臨時接種はまん延予防上緊急の必要時に実施するものであるため、被接種者から実費徴収は行わない（自己負担

を求めない）が、今回の接種もまん延予防上緊急の必要性に基づき実施するものであり、また、現下の感染状況や社会経

済状況、生命・健康を損なうリスクの軽減に対する国民的要請等のもと、国民が円滑に接種を受けられるようにするため、

特例的に実費徴収を行わないこととしてはどうか。

○ なお、今後の感染状況や新型インフルエンザ特措法の適用、ワクチンの有効性や安全性等の特性に応じ、上記の取り扱

いについて見直しを検討していくこととしてはどうか。
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４．接種の勧奨・努力義務について

○予防接種法に基づく予防接種については、その接種の趣旨（集団予防に比重を置いているか、個人予防に比重を置

いているか、疾病の病原性）等を勘案し、接種類型ごとに接種勧奨や接種を受ける努力義務を設けており、緊急時

に実施する接種である臨時接種には、接種勧奨と努力義務に係る規定が適用されている。

〇他方、新型コロナウイルスワクチンは、現時点では開発中の段階であり評価が確定できないことや実使用実績が乏

しい中で接種を実施していくことを踏まえれば、予防接種の安全性や有効性等についての情報量に制約が生じる可

能性がある。

○こうした点を踏まえ、今回の新型コロナウイルスワクチンの接種についても、臨時接種と同様の趣旨で実施するも

のであることから原則としては接種勧奨の実施と接種を受ける努力義務を適用することとした上で、必要に応じて、

例外的にこれらの規定を適用しないことを可能としてはどうか。

定期接種 臨時接種 新臨時接種

趣旨等

平時のまん延予防
疾病のまん延予防上緊急

の必要

2009年A/H1N1のように、

病原性が低い疾病のまん

延予防上緊急の必要

A類

（集団予防に比重）

B類

（個人予防に比重）

公的関与
接種勧奨：あり

努力義務：あり

接種勧奨：なし

努力義務：なし

接種勧奨：あり

努力義務：あり

接種勧奨：あり

努力義務：なし
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５．副反応疑い報告及び適正実施のための措置について

○「中間とりまとめ」においては、「国は、ワクチンによる副反応を疑う事象について、医療機関又は製造販売業者

からの報告などにより迅速に情報を把握するとともに、当該情報に係る専門家による評価により、速やかに必要な

安全対策を講ずる。」となっている。

○予防接種法において、副反応疑い報告の仕組みが設けられており、国は、接種後に生じる副反応を疑う症状を収集

するとともに、これらを厚生科学審議会に報告し、その意見を聴いて、予防接種の安全性に関する情報を提供する

など、接種の適正な実施のために必要な措置を講ずることとなっている。

○新型コロナウイルス感染症の予防接種においても、副反応疑い報告による情報収集や適正実施のために必要な措置

を講じることが必要。

医療機関 報告
ＰＭＤＡ

（独）医薬品医
療機器総合機構

情報整理
・調査

調査結果

厚労省

必要な措置

審議会での評価調査

報告の共有

副反応疑い報告制度における報告と評価の流れ

※１ 副反応疑い報告は、医薬品医療機器等法に基づく副作用等報告としても取り扱われる。
※２ 上記に加え、市町村が被接種者又は保護者から健康被害に関して相談を受けた場合には、都道府県を通じて厚生労働省に

報告するルートもある。

（感染研と協力・連携）
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６．健康被害の救済措置について

類型
定期接種

臨時接種 新臨時接種
A類疾病 B類疾病

公的
関与

接種勧奨：あり
努力義務：あり

接種勧奨：なし
努力義務：なし

接種勧奨：あり
努力義務：あり

接種勧奨：あり
努力義務：なし

救済
給付

【高水準】
障害年金（1級）506万円／年
死亡一時金 4,420万円 等

【低水準】
障害年金（1級）281万円／年
遺族一時金 737万円 等

【高水準】
障害年金（1級）506万円／年
死亡一時金 4,420万円 等

【やや高水準】
障害年金（1級）393万円／年
死亡一時金 3,440万円 等

〇予防接種の副反応による健康被害は、極めてまれではあるが不可避的に生ずるものであることを踏まえると、接種

に係る過失の有無にかかわらず、迅速に救済する必要があることから、予防接種法においても予防接種健康被害救

済制度が設けられている。新型コロナウイルスワクチンの接種についても、当該制度の適用が必要。

○その際、新型コロナウイルスワクチンについては、まん延予防上緊急の必要に基づき接種を行うものであり、国民

が安心して接種できるような被害救済の給付水準が求められる。

○新型コロナウイルスワクチン接種については、既存の接種類型との比較においても、臨時接種に準じて、接種勧

奨・努力義務を原則として適用するとの考え方に立つことを踏まえると、臨時接種と同様に、高水準の救済給付と

することが適当ではないか。

※同一のワクチン接種について、その時々の適用の有無によって、健康被害が同じ内容・程度であっても給付水準が変わることは、国民

の安心確保の観点から望ましくないため、接種勧奨・努力義務の規定を適用しない場合でも、給付水準は変更しないようにすべき。
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７．ワクチンの確保と損失補償契約

○新型コロナウイルス感染症に係るワクチンについては、「新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組」（令和

２年８月28日、新型コロナウイルス感染症対策本部）において、「令和３年前半までに全国民に提供できる数量を

確保することを目指」し、「現在開発が進められているワクチン候補のうち、臨床試験の進捗状況等を踏まえ、安

全性や有効性、日本での供給可能性等が見込まれるものについては、国内産、国外産の別を問わず、全体として必

要な数量について、供給契約の締結を順次進める」こととしており、併せて、「ワクチンの使用による健康被害に

係る損害を賠償すること等により生じた製造販売業者等の損失を国が補償することができるよう、接種の開始前ま

でに法的措置を講ずる」とされている。

○これを踏まえ、今回の新型コロナウイルスワクチンの確保に際して、損失補償契約を締結できるよう、法的措置を

講ずることとしている。

○なお、2009年の新型インフルエンザへの対応に際しても、「新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等

に関する特別措置法」が制定され、損失補償契約を締結するための法的措置が講じられたところである。また、そ

の後、2011年には、「予防接種法及び新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法」

が制定され、新臨時接種の創設とあわせて、新型インフルエンザワクチン確保のため、損失補償契約を締結するこ

とを可能とする法的措置（5年間の時限措置）が講じられた。
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参考資料



B類疾病の定期接種

通常時に行う予防接種

新たな臨時接種

【努力義務】なし
【 勧 奨 】あり

【実費徴収】
可能

臨時に行う予防接種

個人の重症化防止に比重

従来の臨時接種

【努力義務】あり
【 勧 奨 】あり

【実費徴収】
不可

A類疾病の定期接種

まん延防止に比重

【努力義務】あり
【 勧 奨 】あり

【実費徴収】
可能

人から人に伝染することから、
又はかかった場合の病状の程度
が重篤になり、若しくは重篤に
なるおそれがあることから、そ
の発生とまん延を予防すること
を目的とする

【努力義務】なし
【 勧 奨 】なし

【実費徴収】
可能

個人の発病又はその重症
化を防止し、併せてその
まん延予防に資することを
目的とする

（麻しん、ポリオ等） （インフルエンザ等）

平成２３年7月予防接種法等の改
正により新設

「新型インフルエンザ(A/H1N1)」
と同等の新たな「感染力は強いが、
病原性の高くない新型インフルエ
ンザ」に対応

社会経済機能に与える影響 緊急性、病原性

予防接種法体系図
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（痘そう等を想定）



新型コロナウイルスワクチン接種に係る実施体制について（案）

○国の主導のもと、必要な財政措置を行い、住民に身近な市町村が接種事務を実施し、都道府県は広域的観点から必要
な調整を担うこととしたい。
（注）下図は予防接種法における接種の事務をベースとして、国の主導的役割を踏まえ作成。

ワクチンの購入

購入ワクチンの卸売業者への譲渡

接種順位の決定

ワクチンに係る科学的知見の国民への
情報提供

健康被害救済に係る認定

副反応疑い報告制度の運営

国
国の主導的

役割

都道
府県

広域的視点

地域の卸売業者との調整（ワクチン流
通等）

市町村事務に係る調整（国との連絡調
整、接種スケジュールの広域調整等）

市町村
住民に身近
な視点

接種手続等に関する一般相談対応

健康被害救済の申請受付、給付

集団的な接種を行う場合の会場確保等

医療機関

委託契約

住民

通知

接種

財
政
措
置

医療機関との委託契約、
接種費用の支払

住民への接種勧奨、個別通知（予診票、
クーポン券）

優先的な接種の対象となる医療従事者
等への接種体制の調整

専門的相談対応
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第10回新型コロナウイルス
感染症対策分科会資料



事業イメージ

ワクチン
メーカー

ワクチン
供給・流通
の契約

①個別通知

③費用の請求

国（厚生労働省）

（都道府県を通じ市町村へ）
・実施の指示
・費用負担【10/10】

※市町村区域外は
代行機関を経由

ワクチン確保・流通
（国が実施主体）

②接種の
実施

予防接種の実施
（市町村が実施主体）

卸

-14-

住民

委託契約

医療機関

都道府県
流通調整等

ワクチン
流通

被害救済
（認定等）

市町村

被害救済
（申請受付、
支給決定等）



⑥
調
査
結
果
等
の
通
知

地方公共団体
③副反応疑い報告の情報提供（医療機関報告）

①副反応疑い報告（薬事制度上の副作用等報告と一元化）

⑤調査

⑧意見

⑦調査結果等の
報告・意見聴取

⑨必要な措置（情報提供、接種の見合せ等）

薬事・食品衛生審議会

連携

（独）医薬品医療機器総合機構
（ＰＭＤＡ）

厚生科学審議会
（審議・評価）

〇予防接種による副反応事例を適切に収集し評価を行うため、接種後の一定の疾病や症状について報告するよう、予防接種法に定
めている。

〇（独）医薬品医療機器総合機構（PMDA）が副反応疑い報告を収集し、情報整理及び調査を実施の上、結果を厚生労働省に報告す
る。厚生労働省は、審議会に結果を報告し、審議会での評価を聴取し、必要な措置を講ずることとなっている。

医療機関
(調査への協力)

厚生労働省
（国立感染症研究所と協力・連携）

① 副反応疑い報告（保護者報告）

②
副
反
応
疑
い
報
告

④
調
査
・
情
報
整
理
委
託

の
共
有

副反応疑い報告の仕組みについて
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健康被害を受けた方

疾病・障害認定審査会
（感染症・予防接種審査分科会）厚生労働省

市町村

①申請

③意見聴取

④意見

⑥支給・不支給

②

進
達

⑤

認
定
・否
認

○ 予防接種の副反応による健康被害は、極めてまれではあるが不可避的に生ずるものであることを踏まえ、接
種に係る過失の有無にかかわらず、迅速に救済。

○ 専門家により構成される疾病・障害認定審査会において、因果関係に係る審査。

必要に応じ、医療機関等に対
し、審査に係る資料の提出を
求める。

○ 予防接種法に基づく予防接種を受けた方に健康被害が生じた場合、その健康被害が接種を受けたことによるも
のであると厚生労働大臣が認定したときは、市町村より給付。

都道府県

救済制度の流れ

（参考）予防接種健康被害救済制度

16



予防接種に係る健康被害に対する給付額の比較
臨時接種及び

Ａ類疾病の定期接種

Ｂ類疾病の定期接種 (参考)医薬品副作用被害救済制度

生物由来製品感染等被害救済制度

救済の性質 予防接種は感染症のまん延を予防するため公衆衛生の見地から行い、臨時接種及びＡ類疾
病は国民に努力義務を課している。接種率確保のためにも十分な救済措置が必要であり、
救済の考え方としては国家補償的精神に基づき社会的公正を図るもの（財源は国及び自治
体）

製薬企業の社会的責任に基づき救済を行
うことを基本とする（財源は企業拠出
金）

医療費 健康保険等による給付の額を除いた自己負
担分（入院相当に限定しない）

Ａ類疾病の額に準ずる

（入院相当）

健康保険等による給付の額を除いた自己
負担分（入院相当）

医療手当 通院3日未満 （月額） 35,000円
通院3日以上 （月額） 37,000円
入院8日未満 （月額） 35,000円
入院8日以上 （月額） 37,000円
同一月入通院 （月額）37,000円

Ａ類疾病の額に準ずる 通院3日未満 （月額） 35,000円
通院3日以上 （月額） 37,000円
入院8日未満 （月額） 35,000円
入院8日以上 （月額） 37,000円
同一月入通院 （月額）37,000円

（通院は入院相当に限定）

障害児養育年金 1級 （年額） 1,581,600円
2級 （年額） 1,266,000円

1級 （年額） 878,400円
2級 （年額） 703,200円

障害年金 1級 （年額） 5,056,800円
2級 （年額） 4,045,200円

3級 （年額） 3,034,800円

1級 （年額） 2,809,200円

2級 （年額） 2,247,600円

1級 （年額） 2,809,200円
2級 （年額） 2,247,600円

死亡した
場合の補償

死亡一時金 44,200, 000円 ・生計維持者でない場合
遺族一時金 7,372,800円

・生計維持者である場合
遺族年金（年額）2,457,600円

（10年を限度）

・生計維持者でない場合
遺族一時金 7,372,800円

・生計維持者である場合
遺族年金（年額）2,457,600円

（10年を限度）

葬祭料 209,000円 Ａ類疾病の額に準ずる 209,000円

介護加算 1級 （年額） 844,300円
2級 （年額） 562,900円

（注１）単価は2020年4月現在
（注２）具体的な給付額については、政令で規定
（注３）Ｂ類疾病の定期接種に係る救済額については、医薬品副作用被害救済制度の給付額を参酌して定めることとされている
（注４）介護加算は、施設入所又は入院していない場合に、障害児養育年金又は障害年金に加算するもの
（注５）新臨時接種（接種の勧奨は行うものの、接種の努力義務のかからない接種）については、給付の内容はＡ類疾病の定期接種と同様ではあるものの、

給付水準はＡ類疾病の定期接種とＢ類疾病の定期接種の中間的な水準としている 17



18



19

平成23年法律第85号



20



月日 検討の場 検討事項

９月２５日 第１０回分科会 ○中間とりまとめ（案）

１０月～

第〇回分科会

○分科会において、以下について引き続き検討

【接種順位関係】
・医療従事者等の範囲
・高齢者施設等で従事する者の接種順位への

位置付け

厚生労働省

○厚生労働省において、以下について必要な検討

【接種順位関係】
・高齢者及び基礎疾患を有する者の範囲
・妊婦の接種順位への位置付け

第〇回分科会
○中間とりまとめに上記検討結果等を反映した

最終とりまとめ（案）を議論

パブリック
コメント

○分科会の議論を経て、最終とりまとめ（案）
をパブリックコメント

以降 第〇回分科会
○パブリックコメント等を踏まえ、最終とりまとめ

（案）を議論・結論

ワクチン接種に係る今後の検討について（案）

※スケジュールについては、おおよその目安であり、ワクチン開発の進捗状況等により変更

※ワクチンの流通体制の整備、副反応への対応などの実施体制等については、厚生労働省において
接種に向けた準備を進め、必要に応じて分科会に報告

資料６

【新型コロナウイルス感染症対策分科会（第１０回）令和２年９月２５日（金）　配布資料】



新型コロナウイルスの
３つの顔を知ろう！

～負のスパイラルを断ち切るために～

1



新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
感
染
が

流
行
し
て
い
ま
す
。

実
は
こ
の
ウ
イ
ル
ス
が
怖
い
の
は
、

「
３
つ
の
“
感
染
症
〟
」
と
い
う
顔

が
あ
る
こ
と
で
す
。

知
ら
ず
知
ら
ず
の
う
ち
に
私
た
ち
も

影
響
を
受
け
て
い
る
こ
と
を
み
な
さ
ん
は

ご
存
知
で
す
か
？

ワタシには

３つの顔がある

ふっふっふ…

2



３
つ
の
“
感
染
症
〟
は

つ
な
が
っ
て
い
る

第１の“感染症”

「病気」

第２の“感染症”

「不安」
第３の“感染症”

「差別」

ひ
と
り
ひ
と
り
が
気
を
付
け
な
い
と

ワ
タ
シ
は
こ
う
や
っ
て
力
を
つ
け
て
い
く
よ…

3



こ
の
ウ
イ
ル
ス
は
、
感
染
者
と
の
接
触
で

う
つ
る
こ
と
が
わ
か
っ
て
い
ま
す
。

感
染
す
る
と
、
風
邪
症
状
や
重
症
化
し
て

肺
炎
を
引
き
起
こ
す
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

第
１
の
“感
染
症
〟
は

病
気
そ
の
も
の
で
す

ウ
イ
ル
ス
が
も
た
ら
す

4



第
２
の
“感
染
症
〟
は

不
安
と
恐
れ
で
す

こ
の
ウ
イ
ル
ス
は
見
え
ま
せ
ん
。
ワ
ク
チ
ン
や

薬
も
ま
だ
開
発
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

わ
か
ら
な
い
こ
と
が
多
い
た
め
、
私
た
ち
は

強
い
不
安
や
恐
れ
を
感
じ
、
ふ
り
ま
わ
さ
れ
て

し
ま
う
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

そ
れ
ら
は
私
た
ち
の
心
の
中
で
ふ
く
ら
み
、

気
づ
く
力
・

聴
く
力
・
自
分
を
支
え
る
力
を

弱
め
、
瞬
く
間
に
人
か
ら
人
へ
伝
染
し
て

い
き
ま
す
。

ウ
イ
ル
ス
が
も
た
ら
す

5



第
３
の
“感
染
症
〟
は

嫌
悪
・
偏
見
・
差
別
で
す

そ
し
て
、
ウ
イ
ル
ス
感
染
に

か
か
わ
る
人
や
対
象
を

日
常
生
活
か
ら
遠
ざ
け
た
り
、

差
別
す
る
な
ど
、

人
と
人
と
の
信
頼
関
係
や

社
会
の
つ
な
が
り
が

壊
さ
れ
て
し
ま
い
ま
す
。

ウ
イ
ル
ス
が
も
た
ら
す

6

不
安
や
恐
れ
は
人
間
の
生
き
延
び
よ
う
と
す
る

本
能
を
刺
激
し
ま
す
。



な
ぜ
、
嫌
悪
・
偏
見
・
差
別

が
生
ま
れ
る
の
か

見
え
な
い
敵
（
ウ
イ
ル
ス
）

へ
の
不
安

特
定
の
対
象
を
見
え
る
敵
と

見
な
し
て
嫌
悪
の
対
象
と
す
る

嫌
悪
の
対
象
を
偏
見
・
差
別
し

遠
ざ
け
る
こ
と
で
つ
か
の
間
の

安
心
感
が
得
ら
れ
る

あんなこと
言っちゃった
けど…

でも私もいつ
言われるか
わからない…
ふあん…

敵はウイルス
敵がすり替
わってしまう

本当の敵を

見なくなる

××人だ、
危ない

咳をしてい
るあの人、
コロナかも。

△△地区は
危ない

7



医療従事者の子
は登園しないで

ほしい
〇〇病院は
危ないらしい

マスクして
ないなんて
ありえない △△地区は

危ない

××人だ、
危ない

咳をしてい
るあの人、
コロナかも

感染への
不安・恐れ

特定の対象を
ウイルスと関
連づける心理

ウイルスを遠
ざけたいと
いう心理

生き延びよう
とする本能

特
定
の
人
・
地
域
・
職
業
な
ど
に
対
し
て

「
危
険
」
「
ば
い
菌
」
と
い
っ
た
レ
ッ
テ
ル
を

貼
る
心
理
に
よ
っ
て
差
別
や
偏
見
は
お
こ
り
ま
す
。

差別の樹が
育っていくよ

8



３
つ
の
“
感
染
症
〟
は

ど
う
つ
な
が
っ
て
い
る
の
？

①未知なウイルス
でわからないこと
が多いため不安が
生まれる

②人間の生き延びよう
とする本能によりウイ
ルス感染にかかわる
人を遠ざける

③差別を受けるのが怖く
て熱や咳があっても受診
をためらい、結果として
病気の拡散を招く

こ
の
“感
染
症
〟
の
怖
さ
は
、
病
気
が
不
安
を

呼
び
、
不
安
が
差
別
を
生
み
、
差
別
が
更
な
る

病
気
の
拡
散
に
つ
な
が
る
こ
と
で
す
。

9

第１の“感染症”

「病気」

第２の“感染症”

「不安」
第３の“感染症”

「差別」

負のスパイラルで“感染症”が拡がる



皆
さ
ん
も
、

ウ
イ
ル
ス
に
関
す
る
悪
い
情
報
ば
か
り
に
目
が

向
い
て
い
た
り
、
な
に
か
と
ウ
イ
ル
ス
に
結
び

付
け
て
考
え
た
り
し
て
い
ま
せ
ん
か
？

「
あ
の
人
咳
し
て
る
・
・
・
コ
ロ
ナ
な
ん
じ
ゃ
な
い
」

「
あ
の
地
域
は
コ
ロ
ナ
が
流
行
っ
て
い
る
か
ら
あ
そ
こ

の
も
の
を
買
う
の
は
や
め
よ
う
・
・
・
」

「
熱
が
あ
る
け
ど
怖
い
か
ら
黙
っ
て
い
よ
う
・
・
・
」

こ
の
よ
う
に
思
い
、
行
動
す
る
こ
と
か
ら

“感
染
症
〟
は
広
が
っ
て
い
き
ま
す
。

こ
れ
ら
の
“
感
染
症
〟
を
ふ
せ
ぐ
た
め
に
、

私
た
ち
は
ど
の
よ
う
な
工
夫
が
で
き
る

で
し
ょ
う
か
？

10



第
１
の
“
感
染
症
〟
を

ふ
せ
ぐ
た
め
に

１
人
１
人
が
衛
生
行
動
を
徹
底
し
ま
し
ょ
う
。

「
手
洗
い
」

「
咳
エ
チ
ケ
ッ
ト
」

「
人
混
み
を
避
け
る
」

な
ど
、

ウ
イ
ル
ス
に
立
ち
向
か
う
た
め
の
行
動
を
、

自
分
の
た
め
だ
け
で
は
な
く
周
り
の
人
の
た
め

に
も
す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。

11



第
２
の
“
感
染
症
〟
に

ふ
り
ま
わ
さ
れ
な
い
た
め
に

不
安
や
恐
れ
は
私
た
ち
の

気
づ
く
力

聴
く
力

自
分
を
支
え
る
力

を
弱
め
ま
す
。

不
安
や
恐
れ
は
身
を
守
る
為
に
必
要
な

感
情
で
す
が
、
私
た
ち
か
ら
力
を
奪
い
、

冷
静
な
対
応
が
で
き
な
く
な
る
こ
と
も

あ
り
ま
す
。

12



気
づ
く
力
を
高
め
る

ま
ず
は
自
分
を
見
つ
め
て
み
ま
し
ょ
う

・
立
ち
止
ま
っ
て
一
息
入
れ
る
。

（
深
呼
吸
、
お
茶
を
飲
む
）

・
今
の
状
況
を
整
理
し
て
み
る
。

・
自
分
自
身
を
い
ろ
い
ろ
な
角
度
か
ら

観
察
し
て
み
る
。

（
考
え
方
、
気
持
ち
、
ふ
る
ま
い
な
ど
）

第
２
の
“感
染
症
〟
に
ふ
り
ま
わ
さ
れ
な
い
た
め
に

13



い
つ
も
の
自
分
と
違
う
所
は
あ
り
ま
せ
ん
か
？

・
ウ
イ
ル
ス
に
関
す
る
悪
い
情
報
ば
か
り
に

目
が
向
い
て
い
ま
せ
ん
か
？

・
な
に
か
と
感
染
症
に
結
び
付
け
て
考
え
て

い
ま
せ
ん
か
？

・
趣
味
の
時
間
や
親
し
い
人
と
の
交
流
が

減
っ
て
い
ま
せ
ん
か
？

・
生
活
習
慣
が
乱
れ
て
い
ま
せ
ん
か
？

普
段
と
変
わ
ら
ず
続
け
ら
れ
る
こ
と
は

あ
り
ま
す
か
？

聴
く
力
を
高
め
る

第
２
の
“感
染
症
〟
に
ふ
り
ま
わ
さ
れ
な
い
た
め
に

14



・
ウ
イ
ル
ス
に
関
す
る
情
報
に
さ
ら
さ
れ
る

の
を
制
限
し
、
距
離
を
置
く
時
間
を
作
る
。

・
い
つ
も
の
生
活
習
慣
や
ペ
ー
ス
を
保
つ
。

・
心
地
よ
い
環
境
を
整
え
る
。

・
今
自
分
が
で
き
て
い
る
こ
と
を
認
め
る
。

・
今
の
状
況
だ
か
ら
こ
そ
で
き
る
こ
と
に

取
り
組
ん
で
み
る
。

・
安
心
で
き
る
相
手
と
つ
な
が
る
。

自
分
を
支
え
る
力
を
高
め
る

自
分
の
安
全
や
健
康
の
た
め
に
必
要
な
こ
と
を

見
極
め
て
自
ら
選
択
し
て
み
ま
し
ょ
う

第
２
の
“感
染
症
〟
に
ふ
り
ま
わ
さ
れ
な
い
た
め
に

15



第
３
の
“
感
染
症
〟
を

ふ
せ
ぐ
た
め
に

不
安
を
煽
る
こ
と
は
病
気
に
対
す
る
偏
見
や

差
別
を
強
め
ま
す
。

・
「
確
か
な
情
報
」
を
拡
め
ま
し
ょ
う
。

・

差
別
的
な
言
動
に
同
調
し
な
い
よ
う
に

し
ま
し
ょ
う
。

16

そうだ！

コロナの
やつ
出ていけ！



こ
の
事
態
に
対
応
し
て
い
る
す
べ
て
の
方
々
を

ね
ぎ
ら
い
、

敬
意
を
払
い
ま
し
ょ
う
。

•

小
さ
な
子
ど
も
の
い
る
家
庭

•

高
齢
者

•

治
療
を
受
け
て
い
る
人
と
そ
の
家
族

•

自
宅
待
機
し
て
い
る
人

•

医
療
従
事
者

•

日
常
生
活
を
送
っ
て
社
会
を
支
え
て
い
る
人

み
な
さ
ん
そ
れ
ぞ
れ
の
場
所
で
感
染
を
拡
大

し
な
い
よ
う
に
頑
張
っ
て
い
ま
す
。

第
３
の
“
感
染
症
〟
を

ふ
せ
ぐ
た
め
に

17



こ
の
よ
う
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
は
、
３
つ
の

“感
染
症
〟
と
い
う
顔
を
持
っ
て
、
私
た
ち
の
生
活
に

影
響
を
及
ぼ
し
ま
す
。

こ
の
ウ
イ
ル
ス
と
の
戦
い
は
、
長
期
戦
に
な
る
か
も

し
れ
ま
せ
ん
。

そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
で
で
き
る
こ
と
を
行
い
、

み
ん
な
が
一
つ
に
な
っ
て
負
の
ス
パ
イ
ラ
ル
を

断
ち
切
り
ま
し
ょ
う
！

ま
と
め

第１（病気）

第２（不安）

第３（差別）

18

３
つ
の
“感
染
症
〟
を
み
ん
な
で

乗
り
越
え
て
い
く
た
め
に
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１.偏見・差別の実態
□感染者・濃厚接触者やその家族等に対する事例

□ 医療従事者に対する事例

□ 社会福祉施設、事業者、エッセンシャルワーカー等に対する事例

□県外在住者等に対する事例

□ インターネット上の不適切な書き込みの事例
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□ 啓発・教育等の取組

４.偏見・差別の実態やこれまでの取組を踏まえた分析等
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１. 偏見・差別の実態～感染者・濃厚接触者やその家族等に対する事例～

№ 具体的な内容

１

感染者が、仕事で着用する制服を、家族に頼んで市内のクリーニング店に持っていってもらったところ、感
染者の職場にクリーニング店から連絡があり、「コロナの洗濯はできません」「洗濯物を取りに来てくださ
い」と言われたとのことであり、本人氏名が公表されていないにも関わらず、個人が特定されている状況で
ある。

２

住民から、「新型コロナウイルスに感染したとする貼紙が見つかった」との通報があった。貼紙には３人の
氏名と年齢が記載され、同市の民家の壁などで複数枚見つかった。これを受け、人権啓発担当部署は記
者発表を行い、正確な情報に基づく冷静な行動の呼びかけ、HP上に相談窓口一覧の掲載を実施した。

３
県人権センターに「コロナに感染していたことを会社に話すと、来なくていいと言われるか不安である」、
「コロナにより入院したことから、会社から雇い止めを受け、退職することとなった」といった相談があった。

４
市内のレストランにおいて、感染者が在籍する大学と同じ大学の「関係者入店遠慮」の貼紙が貼られて
いた。翌日、市から「人権への配慮」を店側に要請し、撤去。

５ 市内の大学のクラブ活動関連施設でクラスター事案が発生し、同大学の学生等が不当な扱いを受ける
事案が発生。これを受け、大学と市が共同会見を開いて冷静な対応を呼びかけた。

○ 新型コロナウイルス感染症に対する忌避意識から、感染者やその家族等が不当な差別、誹謗中傷
を受ける事案が多数発生。

○ 生活の維持に必要なサービスを享受できない、店舗利用を拒否されたといった実害が生じており、

退職に追い込まれたなど、当人の人生に大きく影響を及ぼした事例も発生。 1



１. 偏見・差別の実態～医療従事者に対する事例～
№ 具体的な内容

１

患者と医師の感染が明らかになっていた県内の総合病院において、感染者の濃厚接触者ではないスタッ
フが、子どもの学童保育や保育所の受け入れを断られたり、配偶者が職場から出勤停止を命じられたりし
た。これを受け、市教育委員会は、市内の認可保育所や幼稚園などの施設長に対し、新型コロナへの対応
を文書で通知し、風評被害防止の要請を実施した。

２

県内の重点医療機関が職員に実施したアンケートにおいて、スタッフの子どもが、同級生に「お前のお母
さん、病院で働いてるんだろ。菌持ってくるんじゃない」と言われたとの回答や、委託業者が病院内の点検
や廃棄物の処理に難色を示しているなど風評被害の回答が確認された。

３

新型コロナウイルス感染症による県内病院への影響調査の中で、病院職員が、店舗の予約拒否、保育園
卒園式への出席拒否、タクシーの乗車拒否に遭ったという回答があった。
これを受け、県では、理美容・保育・交通関係の事業者団体を訪問し、医療従事者等に対する不当な差
別・偏見・心ない言動の防止について、各団体・組合員への周知を直接依頼した。

４ 「医療従事者であることを理由に、（相談者の）身内の葬儀への参列を断られた」との相談が寄せられた。

5
病院が工事を発注しようとしたら業者に断られた。これらの偏見差別の情報や患者の急増を受け、知事
は、記者会見にて医療従事者への偏見をなくすように強く訴えた。

○医療従事者やその家族に対して、いじめ、生活の維持に必要なサービスの提供拒否、保育園への
登園拒否、行事への参加拒否等の差別事例が全国で多数発生。

○医療従事者を応援する気運の醸成、事業者団体（理美容・保育・交通等）への働きかけ、人権への

配慮に関する教育等の強化が必要。 2



１. 偏見・差別の実態 ～社会福祉施設、事業者、エッセンシャルワーカー等に対する事例～

№ 具体的な内容

１ 集団感染が発生した社会福祉施設から、「公表後、施設へのいたずら電話が10数件、施設職員の家族
に対する感染発生に関する苦情電話１件、地域住民から説明会をしないのかという電話１件があった。」と
いう報告があった。これを受け、県担当課は、地域住民向けの説明をホームページ等を活用して行うことな
どを助言した。（施設はホームページへの掲載及び地域住民への回覧による情報提供を実施）

２ ＳＮＳに「感染源の店」「コロナ患者が働いている」「コロナ患者が立ち寄った店」などの書き込みがされ
たという相談があった。

３
警察官は不特定多数の県民と接触する職種のため、警察官からの感染を不安視してか、「この時期に街
頭活動（交通取締り、巡回連絡等）は必要なのか」等の連絡があった。

４ ４月上旬、感染拡大地域に仕事で往来する運送業（エッセンシャルワーカー）の保護者に対し、学校長が、
児童・生徒の自宅待機を要請した。これに対し、勤務先の会社が「職業差別につながりかねない」と学校と
市教委に見解を示すよう求めた。

５

県民から、「長距離トラックで東京、大阪等に行くのだが、社内で病原菌扱いをされる。労基に相談して社
長へ注意してもらったが、特定の人間が徒党を組んで、モラルハラスメントを止めない。無症状だがPCR検
査を受けて無実を証明したい。」との電話相談があった。 これに対し、市町の人権担当課もしくは法務局
に相談を勧めた。

○ 感染者が発生・利用した施設や店舗等において風評被害や問い合わせ対応、デマに苦慮する
事例が多数あった。

○ 不特定多数の人と接する、または県境を跨ぐといった業務を行う方々への「職業に対する偏見」が

発生。
3



１. 偏見・差別の実態～県外在住者等に対する事例～
№ 具体的な内容

１ 隣県在住の県内大学に通う子どもの父親からの相談。お盆に子どもが帰省し、昨日県内のアパートに
戻ったところ、玄関ドアに生卵が投げつけられ、殻が散らばっていたうえ、郵便受けの中に生卵がつぶして
流し込んであった。コロナに関係する嫌がらせだと考えられ、大家さんに連絡すると、自分で対応するよう言
われ、不動産屋に連絡したところ、警察に連絡しておくと言われた。

２ 感染流行地に居住する相談者が、当該市在住の両親宅に帰省しようとした際に、両親が利用している複
数の介護保険事業所から「帰省したらサービスを中止する」旨の発言を受けた。
これを受け、当該市の担当課は、市内の介護保険施設・事業所に対し、 やむを得ない事情により県外の
家族等との接触があった場合でも、感染疑いや発熱等の症状が無い場合には、十分な感染防止対策を
行ったうえ、利用者に対して必要な介護サービスを継続的に提供する旨の通知を発出した。

３ 「『夫の職場が感染者が確認された地域にある』ということを理由に差別を受け、仕事をクビになった。こ
ういうことがあるということを知っておいて欲しい。」という相談が寄せられた。これに対して、相談者に対し
ての丁寧な傾聴及び寄り添った対応、広報による継続的な啓発等呼びかけを実施した。

４
他県から転勤により令和元年10月から本県に住んでいるが、中学生と小学生の子ども達が「コロナ県」
と言われるなどいじめられたり、県外ナンバーの車を見て「観光自粛なのに、県外から何しに来たのだ」と
言われたりした。

５
感染者が多く発生した市から隣接市のスポーツ教室に通っていたところ、隣接市の保護者からの苦情で
通えなくなってしまった（9月）。

○ 県外在住者や県外ナンバー車所有者等に対しても、偏見・差別言動、サービスの利用拒否、いじめ、
不当な解雇事例等が確認されている。

○ 同一県内であっても、感染が確認された地域に対する偏見・差別が生じ、地域間の分断と軋轢が

生まれている。 4



１. 偏見・差別の実態 ～インターネット上の不適切な書き込みの事例～

№ 具体的な内容

１ ＳＮＳ上で、感染者が発生したスポーツ教室の参加者が通う学校名や写真、複数の感染者が発生したと
いう内容が拡散されているという電話連絡があり、不確かな情報に惑わされないように冷静な対応をする
よう依頼した。

２
退院した患者に関し、ＳＮＳ上で自殺したとデマが出回ったため、（県の）別件での記者会見の際に否定
した。

３

市内で感染者が確認され、公表された情報から感染者とは全く関係のない方が感染者であるという誤っ
た情報がインターネット上の掲示板等で拡散され、その影響によりその方が営む商店への来客が大幅に
落ち込んだ。

○ インターネット上で実名や写真が拡散され、感染者や関係者が偏見・差別に苦しんだ事例が相次
いで発生。また、事実とは異なる情報が流布し、風評被害により営業が困難となる事例もあった。

○ 誹謗中傷に苦しむ姿を目の当たりにした感染者が、情報提供を拒む事例もあり、感染防止に必要

な情報の提供が困難となることや、受診控え等が懸念される。

5



１. 偏見・差別の実態～その他特筆すべき事例 ～
№ 具体的な内容

１
相談者本人には感染事実はないが、親族の同僚などが感染したことや新型コロナが発生した店を訪れ
たことなどを理由に叱責・誹謗中傷を受けたうえ、会社から休業を命じられた。（複数件相談あり）

２ ８月下旬に新型コロナウイルス感染症が流行している県に4泊5日の家族旅行をしたところ、旅行から
帰った後、感染症の症状がないにもかかわらず、近所の者から感染者と決めつけられた等の誹謗中傷を
受けたり、子どもが通う学校の保護者から子どもを通学させていることに関する苦情を受けたりした。また、
職場（介護職）からは2週間仕事を休むよう言われた。

３
８月末に県外へ旅行に行くことを母子ともに事前に周囲に話していたところ、子どもは友だちから責めら
れ、母親は職場や子どもの友だちの母親から責められた。周りからはひどく言われたが、保健所の職員に
は励まされた。

４
マスクをして飴玉を口に含みながら買い物していたところ、誤って飲み込んでしまい、咳こんでしまった。後
ろから、老夫婦が追いかけてきて、「おまえ、コロナにかかってるだろう！（咳して）拡散してるだろうが！！」と、
酷く叱責され、ショッピングカートを足の踵にぶつけられた。

５
新型コロナウイルスに関連して外国人に対し差別的な貼り紙をした店舗について、県と市にメールで相談
が寄せられた。その後、市からその店舗に対し差別や偏見を助長する可能性について説明し、理解を得る
ことができた。

６
新型コロナウイルスの影響を鑑み会社が設定した体温測定による休暇取得基準のため、持病により平熱
が高い相談者は自宅で療養しなければならないこともあった。そのため、体温測定をストレスに感じており、
また上司から外出するなと言われるなどの嫌がらせも受けているという相談が寄せられた。

○ 感染事実がないにも関わらず、行動歴等によって差別を受けた事例や外国人等を対象とした差別
などさまざまな事例が発生。

6



２. 相談窓口の設置状況

設置している
79%

未設置

21%

外国人向け相談窓口の設置

※「未設置」と回答した自治体
においても相談には対応

○既存の人権相談窓口において、新型コロナウ
イルス感染症に起因する偏見・差別相談を受

け付けている自治体が多く、10県では専用
相談窓口を設置。

○自治体によって、外国人向けの相談窓口、
法律相談、児童生徒向けの相談窓口を設置。

児童生徒向け相談窓口の設置

（n=37）

（n=10）

偏見・差別に関する相談窓口設置状況

法律相談窓口の設置

みやぎ外国人相談センター

多言語支援センターかながわ
岐阜県在住外国人相談センター

みえ外国人相談サポートセンター（MieCo）

ひょうご多文化共生総合相談センター

栃木県に住む外国人のための
新型コロナウイルス相談ホットライン

３者間通訳を活用しながら生活相談とともに、偏見・差別事例
に対する相談にも対応。

神奈川県、長野県、岐阜県、兵庫県、徳島県、愛媛県等において
児童・生徒向けに新型コロナウイルス感染症に起因する相談を受
け付けている。

長野県
「児童生徒等のための新型コロナ差別・偏見等相談専
用ダイヤル」を設置し、児童生徒や保護者の相談を受付。
県の新型コロナ誹謗中傷被害相談窓口とも連携。

東京都 東京都人権プラザにおいて、法律的な助言を行うことを
目的として弁護士が相談を受け付けている。

京都府 京都市弁護士会（京都府リーガルレスキュー隊）が人権
侵害された方に司法的救済を中心にアドバイスする。

LINE等も活用

徳島県 あいぽーと徳島で弁護士会及び人権擁護委員連合会と
連携して相談を受付。弁護士によるネット相談も実施。
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２. 新型コロナウイルス関係の相談件数集計

相談者

相談内容

感染者・濃厚接触
者とその家族

医療・介護従事者等
とその家族

(医療・介護を除く)
エッセンシャルワー
カーとその家族

風評被害を受けた
学校・企業等の関

係者

その他
(「県外ナンバー」車
の所有者 他)

総数

デマや偏見に関すること 18 49 3 23 130 223

差
別
行
為
に
関
す
る
こ
と

商品・サービス等の提供拒否
(例:入店拒否、宿泊拒否等)

12 6 2 5 53 78

個人や団体
を誹謗中傷

する

インターネット上での
書込み

10 1 0 7 61 79

(インターネット上の
書込み以外の)発
言、落書き、手紙

等

10 6 0 8 46 70

雇用に関すること 9 11 0 1 47 68
その他 12 5 1 2 538 558
総数 71 78 6 46 875 1,076

※分類困難として報告された件数は「その他」に計上している

■３６の自治体から新型コロナ関係の相談件数の集計を行っていると報告あり、総数は1,076件。
■集計していない自治体もあり、相談受付体制や集計方法にも差があることから、実態は集計件数より
も多いと考えられる。

■感染者・濃厚接触者とその家族、医療・介護従事者が多い傾向にある。
■「その他」には、県外ナンバー車所有者のほか、当事者ではない方等が含まれている。

■多岐にわたる相談が窓口に寄せられているが、医療従事者・介護従事者は偏見に関する相談内容が
多く、感染者やその家族、風評被害を受けた学校・企業等はインターネット上の書き込みなど誹謗中傷
に関する相談の割合がやや多い傾向にあった。
■相談内容の「その他」は誹謗中傷に対する不安、情報提供や意見等が含まれている。
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「実施している」と回答した都道府県のうち、

不適切な書き込みを発見したのは５０％

実施している

55%

未実施

45%

ネット上の不適切な書き込み対策実施状況

（n=26）

（n=21）

取組の内容 （複数回答あり）

偏見・差別に対する取組
（インターネット上の不適
切な書き込み対策）

実施 備 考

ネットパトロール（学校・
市区町村教育委員会等に
通知・対応支援するもの）

14

このうち、７県で専門員の設置または外
部委託をしている。
また、学校でのクラスター発生時に一定
期間実施するなど、スポット的に対応し
ている県もある。

スクリーンショット等によ
る証拠保全

5

ネットモニタリングと削除
依頼（県が削除要請までを
行うもの）

12

・都道府県、市区町村、関係団体が連携し
てインターネット上の人権侵害の把握を
実施

・職員のほか都道府県内大学生も参加しモ
ニタリングを実施

電子メールによる相談窓口 1※実施期間は都道府県によって異なる

○半数以上の都道府県において、ネットパトロール等を行い、インターネット上の不適切な投稿を検索。

○人権侵害の恐れがある投稿については、画像等を保存し、法務局への通報や削除要請等を実施。 9

3. 各都道府県の取組 ～インターネット上の不適切な書き込み対策～

検知力の向上が必要！

全国的な導入が必要！地域の実施状況に偏りがある

分析と考察 全体像把握、
被害者救済に向けて



3. 各都道府県の取組 ～インターネット上の不適切な書き込み対策～

具体的な取組と成果

山梨県

○重大な事案が発生した場合、迅速に対処できるよう、甲府地方法務局、県弁護士会、県警
察本部、県の４者による「県民等の人権に関する関係連絡会議」を設置し、各機関での
情報の共有や連絡体制を構築した。（令和２年５月）

○サイバー犯罪対策に係る情報提供として、県警サイバー犯罪対策室の持つネット書き込
みに係る特性や動向についての情報を、県等に対して適切に提供することで、県の情報収
集等に対する技術的なサポートを行う。

香川県

○県、県内市町及び民間団体で組織する「香川県人権啓発推進会議」において、４月から
ネット上でのコロナハラスメントにつながる記載についてモニタリングを行い、人権上の問
題があると考えられる記載については、速やかに削除されるべきものとの考えから、サイト

管理者に情報提供を行っており、これまでに32件の情報提供を行い、４件が削除された。

〇被害者に代わって削除要請できるのは、人権擁護機関の高松法務局であることから、サイ
ト管理者において自主的に削除されなかったものについては、高松法務局に伝えている。

鳥取県

○新型コロナウイルス感染症に関する誹謗中傷など、インターネット上の不適切な書き込み
等を画像として保存し、訴訟の証拠品にするため等、被害者等の求めに応じて提供する。
３８件を保存。

○部落差別に関するインターネットモニタリング・マニュアル（例）を活用して、試験的に新型
コロナ関係の書き込みについても削除要請を実施。令和２年７月～９月に７６件削除要請
を行い、２１件の削除を確認した。

連携体制
の整備

・被害者支援

・既存ノウハウ
の活用

全県一体
となって
迅速に対応
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3. 各都道府県の取組 ～啓発・教育等 ①～

全ての都道府県内において偏見・差別、いじめの防止に向けた啓発を実施。

動画配信、テレビ・新聞・ラジオ広告、首長メッセージ、自治体公式アカウント、広報誌、
ポスター・リーフレット作成、啓発キャンペーン等

取組内容 都道府県

県民が最前線で働く方々への感謝を歌唱とメッセージで伝える動画をテレビ番組とのコラボ企画とし
て放映。

青森県

県内のプロスポーツ３チーム（サッカー、バスケ、ラグビー）に協力していただき、差別や誹謗中傷をし
ないよう呼びかける動画とポスターを製作する予定（令和２年１０月以降）。

秋田県

○知事メッセージ動画「STOP！コロナ差別」を、サンガスタジアムや府内１２か所の駅のデジタルサイ
ネージで上映。

○京都府民だよりにて、ＳＮＳでの心ない書き込み等、新型コロナウイルス感染症をめぐる人権について
掲載。また、「コロナ差別をやめ、互いを思いやる社会を作ろう」とのテーマで、世界人権問題研究
センター所長であり同志社大学の坂元茂樹教授のコラムを掲載。

京都府

「ＮＯ コロナハラスメント」啓発キャンペーンを実施（令和2年８月１７日～ ）。
県内市町、香川県人権啓発推進会議（県、県内市町及び民間団体で組織）をはじめ、県内の企業な
ど（団体、個人を含む）と連携して、“参加型・ボトムアップ型”のアプローチを組み込んだ啓発キャン
ペーンを実施。
① 共通ロゴマークの無償提供 ② メッセージ動画の公開 ③ 大型立看板の設置 ④ ポスター掲示
⑤ その他（ポップや小型ポスターの設置など）
毎日、少しずつキャンペーンへの参加団体・個人が増えている。商店街全体で参加する事例も。

香川県

外海離島にある与論町で発生したクラスター感染に対し，与論町長（新型コロナウイルス感染症対
策本部長）が、自ら防災無線で、差別・偏見、ＳＮＳでの拡散防止について町民に呼びかけを行った。

鹿児島県
与論町

啓発の取組

啓発
手法
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3. 各都道府県の取組 ～啓発・教育等 ②～
共同宣言の発出

取組内容 都道府県

医療や法律、人権擁護などの関係機関と有識者による『新型コロナによるいじめ・偏見・差別問題対
策協議会』を立ち上げ、悩み苦しむ人を市町村と一体となってサポートする体制を構築。

山形県

県と県内25市町共同で『新型コロナとの闘いを乗り越えるオールとちぎ宣言』を採択、関係団体等
へ周知。同宣言について市町とともに広報媒体等による周知、テレビ・ラジオCMの放送開始。

栃木県

ストップ「コロナ・ハラスメント」宣言を、岐阜県知事及び県内４２市町村長連名で実施（９月１日）。 岐阜県

『新型コロナからみんなを守る鳥取県民宣言』
３つの行動指針を掲げており、県HPや各種広報を通じて周知を行っている。鳥取県、鳥取県人権尊
重の社会づくり協議会、鳥取県市長会、鳥取県町村会の連名。（８月８日）
『新型コロナウイルスに関する差別的扱いや誹謗中傷から陽性者等を守る共同行動宣言』
鳥取県知事、県弁護士会会長、県警察本部長、地方法務局長の４者が署名。（９月１０日）

鳥取県

条例の制定等
取組内容 都道府県

『下妻市新型コロナウイルス感染症関係者に対する思いやり条例』
同条例は感染者や家族、医療従事者らへの偏見や差別をなくすため、以下の内容で制定。
「市及び議会の責務、市民の役割を明らかにし、市民一人一人が思いやりの気持ちを持って人と接
することにより、市民が安心して暮らすことのできる地域社会の実現に資することを目的に、正しい知
識の普及啓発を進める」

茨城県
下妻市

『鏡野町の新型コロナウイルス感染症に関する公表の考え方』を作成。
町職員の感染、町施設での感染者が発生した場合に、濃厚接触者に該当する可能性があるのかを
知りたいという町民等の要望に応え、誤った情報の拡散を防止するために、
「個人情報及び人権に配慮しつつ、町民と接触する職種（窓口業務等）であったか、又は大まかに施
設のどのあたりのフロアで勤務していたか」
等について公表することを決定し、事前に職員・関係機関に周知を行った。

岡山県
鏡野町

県、市町村、関係機関が
連携して気運醸成

市町においても条例制定等
制度づくりを実施
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3. 各都道府県の取組 ～啓発・教育等 ③～
教育関係の取組

各都道府県内において、いじめ防止に向け、教材作成・活用や児童・生徒に寄り添った相談等を実施。
取組内容 都道府県

○新型コロナウイルス感染症拡大防止を踏まえたスクールカウンセラーの効果的な活用例について、
県教育委員会が以下のとおり通知。
□電話やＩＣＴ機器を活用してのリモート相談の実施 □職員研修に活用する資料の作成・配付
□児童生徒の心のケア等についてまとめた文書の作成・配付

○県教育委員会が新型コロナウイルス感染症に係る相談を受け止めるために「いばらき子どもＳＮＳ
相談2020」の実施期間を以下のとおり拡張して実施
・当初長期休業明け４回計100日間実施の計画を、５月以降年度末まで毎日実施。

茨城県

○教員向け授業サンプル動画「新型コロナウイルスに関する偏見や差別に立ち向かう」を作成。ウェ
ブ上に公開（５月13日）。

○児童生徒用学習教材「新型コロナウイルスと向き合い、乗り越えるために」を作成。「新型コロナウ
イルス感染症の感染者等に対する偏見や差別の防止等の徹底について」の通知文とともに、各市
町村教育委員会に活用を呼びかけ。県立高校では、全学校で取り組む（８月31日）。

○児童生徒の心のケアや、感染者等に対する偏見や差別を防ぐ取組を促す教育委員会メッセージを、
奈良県公立学校の教職員一人一人に直接メールで送信（９月10日）。

奈良県

人権教育資料「新型コロナウイルスのはなし」を作成。内容は、新型コロナウイルス感染症に関する
誹謗や中傷は、「感染を恐れて、気付かないうちに、たたかう相手をウイルスから人に取り違えてしまっ
ているために起こること」、「差別を恐れて適切な行動をとらなければ、更に感染の広がりにつながるこ
と」等に気付かせるとともに、各自ができることを考え、実践を促すもの。
仕上げを絵本に近いものにして、親が子どもに読み聞かせるなど、学校以外においても様々な場面
で活用しやすいようにした。本資料は、県内全ての小・中・高等学校、特別支援学校に配布した。（令和
２年９月）

長崎県

13



４. 偏見・差別の実態やこれまでの取組をふまえた分析、課題等 ①
偏見・差別の実態を踏まえた分析・考察

№ 意見内容

１
地方にあっては社会的なつながりが濃密で、顔の見える関係にあることから、感染者を「特定する」行動も
問題と考えている。

２
学校で新型コロナウイルス感染者が出た際に新聞等で報道される場合はあるが、事実を伝えることの重
要さと、その報道に過敏に反応し差別に繋がるような行為がおこる危険性について、どのように調整を図り、
子ども達を守っていくかが課題である。

３
夏以降、主に感染拡大地域からの来訪者に対する偏見や差別（施設の利用拒否等）の相談が増加してい
ると感じる。ただ、人権擁護の観点で問題があっても、感染症対策という側面との兼ね合いで相談対応に苦
慮している。

４
正しい知識がない中で、国民の不安が増大し、結果としてあってはならない差別につながっていると考える。
また、「正しい知識の普及」と「啓発」がこの差別をなくすための車の両輪と考える。

５
自治体の公表が患者特定の直接原因ではないにもかかわらず、そのように受け取られて疫学調査への協
力が得られなくなる場合もある。

６

○本県は人口の少ない自治体が多く、感染者が特定されやすい状況から、感染者や家族、関係者に対する
偏見・差別の未然防止のために、教育・啓発がこれまで以上に必要であると感じている。
○感染者や家族、医療従事者等に対する差別や誹謗中傷は、人々の不安をあおり、新型コロナウイルス
感染症拡大防止への協力が得にくくなるなど、結果として感染拡大につながりかねないという悪循環が
課題として見えてきている。

７ より住民に近い市町村間の取組について、温度差を感じている。
14



４. 偏見・差別の実態やこれまでの取組をふまえた分析、課題等 ②
課題及び提案等【啓発全般】

№ 意見内容

１
県内においては、若い世代よりも４０代以上による噂話の拡散による差別や誹謗中傷が多いと見られる
ため、ウェブなどを活用した啓発よりも、テレビCMや新聞広告、企業などと協力した啓発が効果的と考え
ている。

２
県には、偏見・差別に対する法的措置権限がないことから、相談窓口や啓発活動により効果的に抑止で
きるよう取り組む必要がある。
現状では、法務局や労働局、警察など法的措置が可能な機関と連携を強化し対応。

３
県の広報媒体のみでの啓発効果には限りがあるが、県・市町共同して宣言を発出したことにより、市町で
の広報はもとより、スポーツチーム等民間団体などからも広報についての協力を得られるようになった。よ
り広い層への波及・浸透が期待できると考える。

４
オンラインを活用したより迅速な発信、新聞広報等を活用したより広い啓発を進めるほか、県広報媒体を
含め、関係機関・団体等の様々な媒体を活用し、効率的・効果的に情報発信していく必要がある。

５ 新型コロナウイルス感染症に起因する偏見・差別は、全く新しい課題であるため予算措置されていない。

６
感染者ではないと判断される方からの相談がほとんどを占めており、誰もが偏見・差別の対象となってい
る実態がある。このため、これまで感染者や医療従事者、その家族等の人権への配慮について啓発してい
たが、幅広く人権への配慮の啓発を進めていく必要があると感じている。

７
偏見や差別をなくしていくため、様々な方法で啓発を行っているが、より効果的なものとしていくために、
特に、人権侵害事案に対応している法務省の人権擁護機関（地方法務局）との更なる連携強化が必要。
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４. 偏見・差別の実態やこれまでの取組をふまえた分析、課題等 ③

課題及び提案等 【インターネット上の不適切な書き込み対策】

№ 意見内容

１
インターネット上での誹謗中傷に関しては、モニタリング等の自治体単位での取組ではその効果が限定的
であり、全国的な取組が必要であると考える。

２
人権侵害が発生した場合は、被害者を速やかに救済窓口に繋ぐとともに、社会問題となっているインター
ネット上の悪質な書込みについて、モニタリング等により察知し、迅速に削除要請等の対応を図るため、法
務局等関係機関との連携を強化する必要がある。また、インターネット上の悪質な差別的書込みの削除につ
いて、実効性のある法制度の整備が必要である。

３ コロナ禍にあって、多数の誹謗中傷の発生懸念と、その内容も多様化していく懸念がある。一層の啓発や、
インターネット書き込みへのスピーディな対応が可能となるような取組が必要と感じる。

４ インターネットやＳＮＳを利用した偏見・差別的な行為は、その広がる速度が早い。迅速に対応できるようプ
ロバイダ制限責任法等の法令改正、人権救済システムの強化が必要。
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17

総 括
偏見・差別の実態

・未知のウイルスへの忌避意識から感染者やその家族、医療従事者、県外在住者等

が誹謗中傷を受け、偏見・差別に苦しみ、サービス利用拒否や解雇等の実害を被っ

た事例を多数確認。

・感染の事実がない方であっても不当な扱いを受ける事例が散見されており、誰もが

当事者となる可能性があることから、本事案は早急に取り組むべき問題である。
各都道府県の取組

偏見・差別の実態や取組をふまえた分析・課題

・偏見・差別の解消に向けて関係機関と連携しながら、啓発、教育、共同宣言発出、

条例制定等で気運醸成を図り、相談対応やネット上の書き込み対策で被害者支援

を行うなど、総合的に取り組んでいる。

・相談機関への接続、削除要請等において迅速な対応が可能となるよう、実効性のあ

る法制度の整備や関係機関（地方法務局、警察等）との連携強化等が必要。

・本事案は各都道府県の知見共有等によって取組を強化（ネット上の書き込み対策における

検知力向上、全国的な導入等）しつつ、息の長い対策を講じていくべきである。
そのための

財政支援が必要！


